


 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

はじめに 
 

次代の社会を担う「こども」は、かけがえのない大きな宝

であり、安心して子育てができる環境を充実させていくこと

は、本市の発展にとって欠くことのできない重要な施策であ

ると考えているところでございます。 

国では、こどもの権利を保障し、こどもを誰一人取り残さ

ず、健やかな成長を社会全体で後押しする新たな司令塔とし

て、令和５年４月にこども家庭庁が発足し、併せて、すべて

のこどもが、将来にわたり幸福な生活を送ることができる社

会の実現を目指し、こども政策を総合的に推進することを目

的とする「こども基本法」が施行されました。 

また、同年 12 月には、政府全体のこども施策の方針等を定めた「こども大綱」と、こ

れまでとは次元の異なる少子化対策の実現に向けた「こども未来戦略」が示され、加え

て、令和６年４月には、児童福祉法の一部が改正され、子育てに困難を抱える世帯がこ

れまで以上に顕在化してきている状況を踏まえ、家庭及び養育環境の支援の強化等が示

されました。 

本市におきましても、これらの国の動きを捉え、令和５年 10 月には法施行より半年早

く「こども家庭センター」を設置し、全ての妊産婦、子育て家庭、こどもに対し、母子保

健及び児童福祉の両サービスを一体的に提供し相談支援を実施する機関として、その機

能を発揮しており、さらに、令和６年 10 月には、こども家庭庁の進める「こどもまんな

か」の趣旨に賛同した「こどもまんなか応援サポーター」宣言を行い、こどもや子育て世

帯を社会全体で支える機運の醸成にも努めているところでございます。 

このたび、パブリック・コメントを経て、令和７年度を初年度とする「第３期三島市子

ども・子育て支援事業計画」を策定いたしました。本計画の基本理念は、第１期、第２期

計画を継承し「子も親も ともに育つ 笑顔あふれる 三島大家族」と掲げております。技

術の進歩やライフスタイルの変化など時代が変われども、親がこどもの健やかな成長を

願い、愛情をもって寄り添うことは、変わらない子育ての本質であると考えます。こど

もの成長と子育てを地域の皆様と支え、一人ひとりのこどもや保護者のウェルビーイン

グにつながるよう、積極的に施策を推進していく所存でございますので、引き続き、市

民の皆様方の一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、ご尽力いただきました三島市子ども・子育て会議の

委員の皆様をはじめ、貴重なご意見等をいただいた多くの皆様に心から厚くお礼を申し

上げます。 

 

令和７年３月 

三島市長 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「こども」の表記について 

令和４年９月 15 日付で内閣官房副長官補付こども家庭庁設立準備室が

発出した事務連絡『「こども」表記の推奨について（依頼）』では、今後の

行政文書では特別な場合を除き、平仮名表記の「こども」を活用していく

ことを各府省庁に通知しています。 

（特別な場合の判断） 

①法令に根拠がある語を用いる場合 

例：公職選挙法における「子供」 

子ども・子育て支援法における「子ども」 

②固有名詞を用いる場合 

例：既存の予算事業名や組織名 

③他の語との関係で「こども」表記以外の語を用いる場合 

 

本計画では、国が示した表記方法を準用し、特別な場合を除き、平仮名

表記の「こども」を用いることとします。（特別な場合の判断についても、

国と同様の取り扱いとします。） 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の目的 

本市では、市民の多様な保育・子育て支援ニーズに応え、教育・保育、地域の子育て支援

を総合的、計画的に推進するため、平成 24 年８月に制定された子ども・子育て支援法に基づ

き、平成 27 年３月に「第１期三島市子ども・子育て支援事業計画」、令和２年３月に「第２

期三島市子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 

これらの計画を踏まえ、共働き家庭の増加等による保育ニーズに対応すべく、保育施設の

整備や放課後児童クラブの増設、地域の実情に応じた質の高い教育・保育の提供、さらには、

こどもの育ちと子育てを地域全体で支援する各種こども・子育て支援事業の充実を図るなど、

様々な施策を計画的に推進してきました。 

計画期間中の令和３年 12 月には、国により「こども政策の新たな推進体制に関する基本方

針」が示されました。この指針では、“常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関す

る取り組み・政策を我が国社会の真ん中に据えること”、“こどもの視点で、こどもを取り巻

くあらゆる環境を視野に入れ、こどもの権利を保障し、こどもを誰一人取り残さず、健やか

な成長を社会全体で後押しすること”としています。 

この指針を受け、令和５年４月に「こども基本法」の施行及び新たな司令塔として「こど

も家庭庁」が発足され、同年 12 月には『こどもまんなか社会』を目指す「こども大綱」が閣

議決定されました。 

さらに「こども大綱」の考え方に基づき、次元の異なる少子化対策の実現に向けた「こど

も未来戦略」が閣議決定され、“2030 年代”に入るまでが少子化傾向を反転できるかどうかの

ラストチャンスとの認識のもと、令和８年度までの今後３年間を集中取組期間の具体的な政

策として「こども・子育て支援加速化プラン」が示されました。 

このような状況を踏まえ、本市では「第２期三島市子ども・子育て支援事業計画」が令和

６年度で終了することから、第２期計画での取り組みを検証し、引き続きこども・子育て支

援に関する取り組みを計画的に推進していくため、令和７年度を初年度とする「第３期三島

市子ども・子育て支援事業計画」（以下、「本計画」という。）を策定し、こどもとその親の視

点に立ち、子育てやこどもの成長に喜びや生きがいを感じることができる施策の充実に努め

ます。 
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２ 計画の性格と位置づけ 

本計画は、三島市のこども・子育てに関する総合的な計画であり、子ども・子育て支援法

第 61 条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」として位置づけられます。 

また、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画、こどもの貧困の解消に向けた

対策の推進に関する法律に基づく市町村計画、児童虐待の防止等に関する法律の趣旨を踏ま

えた対策行動計画を内包します。 

さらに、平成 17 年３月に策定した「三島市幼児教育振興プログラム」について、本計画で

引き継いでいきます。 

そして、県の「静岡県こども計画」、市政の基本指針となる「三島市総合計画」、「住むなら

三島・総合戦略」、「三島市地域福祉計画・地域福祉活動計画」の方向性を踏まえるとともに、

市の各種計画等との整合・連携を図りながら策定していきます。 
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▼計画に関連する根拠法の抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関

する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとす

る。 

子ども・子育て支援法（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

 

第八条 市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び事

業に関し、五年を一期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児

の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子ど

もを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生

活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画（以下「市町村行

動計画」という。）を策定することができる。 

次世代育成支援対策推進法（市町村行動計画） 

 

第十条第二項 市町村は、大綱（都道府県計画が定められているときは、大綱及び都道

府県計画）を勘案して、当該市町村におけるこどもの貧困の解消に向けた対策につい

ての計画（次項において「市町村計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（市町村計画） 

 

第四条 国及び地方公共団体は、児童虐待の予防及び早期発見、迅速かつ適切な児童虐

待を受けた児童の保護及び自立の支援（児童虐待を受けた後十八歳となった者に対す

る自立の支援を含む。第三項及び次条第二項において同じ。）並びに児童虐待を行っ

た保護者に対する親子の再統合の促進への配慮その他の児童虐待を受けた児童が家

庭（家庭における養育環境と同様の養育環境及び良好な家庭的環境を含む。）で生活

するために必要な配慮をした適切な指導及び支援を行うため、関係省庁相互間又は関

係地方公共団体相互間、市町村、児童相談所、福祉事務所、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一号）第三条第一項に規定

する配偶者暴力相談支援センター（次条第一項において単に「配偶者暴力相談支援セ

ンター」という。）、学校及び医療機関の間その他関係機関及び民間団体の間の連携の

強化、民間団体の支援、医療の提供体制の整備その他児童虐待の防止等のために必要

な体制の整備に努めなければならない。 

児童虐待の防止等に関する法律 
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▼国の基本指針が示す子ども・子育て支援の意義（要約） 

 

子ども・子育て支援法では、市町村は国が示す基本指針に即して子ども・子育て支援事業

計画を定めるものとしています。 

国の基本指針が示すこども・子育て支援の意義は次のとおりです。 

※基本指針の正式名称は、「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育

て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施を確保するための

基本的な指針」（平成 26 年内閣府告示第 159 号） 

 

 「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考えを基本に、子どもの視点に立ち、

子どもの生存と発達が保障されるよう、子ども・子育てに関する給付や支援は良質かつ適切

な内容及び水準のものとすることが必要である。 

 障がい、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性が高い子

どもやその家族を含め、すべての子どもに対して、子ども・子育て支援法に基づく給付その

他の支援を可能な限り講じるとともに、関連する諸制度との連携を図り、これらの子どもに

対する適切な保護及び援助の措置を講じることにより、一人ひとりの子どもの健やかな育ち

を等しく保障することを目指す必要がある。 

 子どもは、社会の希望であり、未来をつくる存在である。子どもの健やかな育ちと子育てを

支えることは、一人ひとりの子どもや保護者の幸せにつながることはもとより、将来の我が

国の担い手の育成の基礎をなす重要な未来への投資であり、社会全体で取り組むべき最重要

課題の１つである。 

 子どもの育ちや子育てをめぐる状況は厳しく、結婚や出産に関する希望の実現をあきらめる

人々や、悩みや不安を抱えながら子育てを行っている人々がいる。また、親自身は、周囲の

様々な支援を受けながら、実際に子育てを経験することを通じて、親として成長していくも

のであり、すべての子育て家庭を対象に、こうしたいわゆる「親育ち」の過程を支援してい

くことが必要とされている。 

 行政が、子ども・子育て支援を質・量ともに充実させるとともに、家庭、学校、地域、職域

その他の社会のあらゆる分野におけるすべての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対

する関心や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要である。そうし

た取り組みを通じ、家庭を築き、子どもを産み育てるという人々の希望がかなえられるとと

もに、すべての子どもが健やかに成長できる社会を実現していかなければならない。 

 

 

  



第１章 計画策定にあたって 

5 

３ ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)との関係 

ＳＤＧｓ（エス・ディー・ジーズ）とは、Sustainable Development Goals（持続可能な開

発目標）の略称です。2015 年９月の国連サミットで採択され、国連加盟 193 か国が 2016 年

から 2030 年の 15 年間で達成するために掲げた 17 の目標と、達成するための 169 のターゲッ

トを設定しています。 

ＳＤＧｓは気候変動や差別などの世界的な課題に対して、持続可能な世界を実現するため

に、経済、社会、環境の三側面から総合的に取り組むべき、国際社会全体の普遍的な目標です。 

ＳＤＧｓを推進するためには、ＳＤＧｓを自分事として捉え、一人ひとりが取り組んでい

くことが重要であることから、本市のまちづくり政策においてもＳＤＧｓを意識した各種取

り組みを進めているところです。 

本計画でも、市民や教育機関、企業等と連携・協働して持続可能な開発目標の達成を目指

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる

形態の貧困を終わらせる 

すべての人に 
健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての

人々の健康的な生活を確

保し、福祉を促進する 

質の高い教育を 
みんなに 

すべての人に包摂的かつ

公正な質の高い教育を確

保し、生涯学習の機会を促

進する 

ジェンダー平等を 
実現しよう 

ジェンダー平等を達成し、

すべての女性及び女児の

エンパワーメントを行う 

住み続けられる 
まちづくりを 

包摂的で安全かつ強靭（レ

ジリエント）で持続可能な

都市及び人間居住を実現

する 

平和と公正を 
すべての人に 
持続可能な開発のための
平和で包摂的な社会を促
進し、すべての人々に司法
へのアクセスを提供し、あ
らゆるレベルにおいて効果
的で説明責任のある包摂
的な制度を構築する 

働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経

済成長及びすべての人々

の完全かつ生産的な雇用

と働きがいのある人間らし

い雇用（ディーセント・ワー

ク）を促進する 

人や国の不平等を 
なくそう 

国内及び各国家間の不平

等を是正する 

▼こども・子育て支援に係る主な 8 つの目標 
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４ 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５年間とします。ただし、必要に応じ

て「量の見込み」と実績との差や社会情勢の変化等を考慮し、必要な計画の見直しを行うも

のとします。 

 

令和６年度 
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

令和９年度 
（2027 年度） 

令和 10 年度 
（2028 年度） 

令和 11 年度 
（2029 年度） 

      

 

 

５ 計画の対象 

本計画は、本市に在住する妊産婦及び乳幼児期を中心に、概ね 18 歳までのこどもとその保

護者及び地域においてこども・子育てに関わるすべての関係機関並びに関係者とします。 

 

 

  

第３期⼦ども・⼦育て⽀援事業計画 

第２期計画 

第４期計画の策定 
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６ 計画の策定体制 

（１）三島市⼦ども・⼦育て会議 
本計画策定にあたっては、子ども・子育て支援法第 72 条第１項に基づき、学識経験者、こ

ども・子育て支援に関する事業従事者、こどもの保護者、公募市民等により構成される「三

島市子ども・子育て会議」を設置しており、本会議で検討を行い、会議の中での意見を参考

にしました。 

 

▼子ども・子育て会議の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市⺠や関係団体等を対象とした調査の実施 
子育て家庭の生活やこどもの状況等の実態を把握するとともに、こどもや子育て家庭から

の意見を聴いて、安心して子育てができるまちづくりの実現に必要な取り組みを検討するた

めに、「三島市 子どもの生活実態調査」として小学校５年生と中学校２年生、その保護者を

対象としたアンケート調査、関係団体等へのヒアリング調査等を行いました。 

さらに、幼児期における市民の教育・保育事業等の利用状況や今後の利用希望、こどもと

子育て家庭を取り巻く状況などを把握するため、就学前児童と小学生のこどもを持つ親を対

象とした「三島市 子ども・子育てに関するアンケート調査」を実施しました。 

 

  

第七十二条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、

審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項

を処理すること。 

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第二項に規定する事項

を処理すること。 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を

処理すること。 

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進

に関し必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

子ども・子育て支援法第 72 条第１項（市町村等における合議制の機関） 
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▼三島市 子どもの生活実態調査 

 保護者アンケート調査 こどもアンケート調査 

調査対象者 
市内在住の 

小学校５年生と中学校２年生の保護者 

市内在住の 

小学校５年生と中学校２年生（本人） 

調査方法 
アンケート用紙による学校を通じた 

配布・回収調査 

アンケート用紙による学校を通じた 

配布・回収調査 

調査時期 令和 5 年 11 月～12 月 令和 5 年 11 月～12 月 

調査票配布数 1,823 1,823 

有効回収数 1,555 1,580 

有効回収率 85.3% 86.7% 

 

▼三島市 子ども・子育てに関するアンケート調査 

 就学前児童アンケート調査 小学生アンケート調査 

調査対象者 
市内在住の就学前児童（０～６歳） 

の保護者 

市内在住の小学生（１～６年生） 

の保護者 

調査方法 
アンケート用紙による郵送調査 

またはＷＥＢ調査 

アンケート用紙による郵送調査 

またはＷＥＢ調査 

調査時期 令和６年６月 令和６年６月 

調査票配布数 2,000 1,000 

有効回収数 1,107 578 

有効回収率 55.4% 57.8% 

 

 

（３）パブリック・コメントの実施 
令和７年１月 10 日から令和７年２月 10 日にかけて、市の公式サイト等における意見募集

（パブリック・コメント）を実施しました。 
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第２章 三島市のこども・子育てを取り巻く状況 

１ 統計数値から見た状況 

（１）⼈⼝の推移 

①年齢３区分別⼈⼝等の推移 
本市の総人口は、令和６年３月 31 日現在 105,552 人となっており、減少傾向で推移してい

ます。 

年齢３区分別人口は、０～14 歳（年少人口）と 15～64 歳（生産年齢人口）が減少傾向で推

移している一方、65 歳以上（老年人口）は増加傾向となっています。０～14 歳の比率は、令

和６年３月 31 日現在 11.4％と低下傾向で推移しています。 

18 歳未満の児童人口は、令和６年３月 31 日現在 15,000 人となっており、いずれの年齢区

分も減少傾向で推移しています。 

▼年齢３区分別人口及び０～14 歳比率の推移 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

▼年齢区分別児童人口の推移 

 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

13,814 13,505 13,218 12,810 12,390 12,006

64,468 63,744 63,326 62,721 62,056 61,248

31,683 31,956 32,244 32,392 32,294 32,298

109,965 109,205 108,788 107,923 106,740 105,552

12.6% 12.4% 12.2% 11.9% 11.6% 11.4%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

65歳以上

15～64歳

0～14歳

0～14歳比率

2,283 2,160 2,098 2,024 1,859 1,733 

2,573 2,498 2,448 2,337 2,255 2,166 

5,921 5,795 5,673 5,490 5,322 5,159 

6,193 6,193 6,103 6,013 5,992 5,942 

16,970 16,646 16,322 15,864 15,428 15,000 

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

14,000人

16,000人

18,000人

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

12～17歳

6～11歳

3～5歳

0～2歳
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②⼈⼝ピラミッドの推移 
平成 31 年と令和６年における本市の男女別５歳階級別の人口は、下記のとおりです。 

男女ともに、ピラミッドの頂点となっている団塊ジュニア世代（1971～74 年生まれ）が 50

歳代に移行し、もう１つの頂点である“団塊の世代（1947～49 年生まれ）”の周辺が 70 歳代

に移行しています。 

▼人口ピラミッドの推移（単位：人） 

 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

 

③若年⼥性（20〜39 歳）⼈⼝の推移 

本市の若年女性人口は、令和６年３月 31 日現在 9,244 人と、平成 31 年比で 10％以上の減

少（1,114 人減）となっており、いずれの年齢階級も減少傾向で推移しています。 

▼若年女性（20～39 歳）人口の推移 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

 

2,018 
2,491 
2,580 
2,670 
2,545 
2,430 

2,877 
3,180 

3,920 
4,460 

4,011 
3,396 
3,259 

3,865 
3,564 

3,043 
2,007 

1,031 
428 

01,0002,0003,0004,0005,000

男

2,332 2,269 2,324 2,267 2,236 2,245

2,334 2,292 2,223 2,163 2,075 2,033

2,670 2,580 2,557 2,462 2,402 2,246

3,022 2,903 2,851 2,831 2,746 2,720

10,358 10,044 9,955 9,723 9,459 9,244

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

1,949 
2,319 
2,457 
2,587 

2,332 
2,334 

2,670 
3,022 

3,830 
4,305 

3,808 
3,456 
3,376 

4,140 
4,068 

3,639 
2,695 

1,916 
1,287 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
0〜4歳
5〜9歳

10〜14歳
15〜19歳
20〜24歳
25〜29歳
30〜34歳
35〜39歳
40〜44歳
45〜49歳
50〜54歳
55〜59歳
60〜64歳
65〜69歳
70〜74歳
75〜79歳
80〜84歳
85〜89歳

90歳〜 ⼥

1,630 
2,086 

2,467 
2,525 
2,487 
2,303 
2,358 

2,889 
3,173 

3,918 
4,371 

3,922 
3,299 
3,100 

3,534 
3,128 

2,420 
1,337 

620

01,0002,0003,0004,0005,000

男

1,524 
2,003 

2,296 
2,418 

2,245 
2,033 
2,246 

2,720 
3,054 

3,822 
4,295 

3,767 
3,403 
3,317 

3,972 
3,808 

3,301 
2,100 

1,661

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
0〜4歳
5〜9歳

10〜14歳
15〜19歳
20〜24歳
25〜29歳
30〜34歳
35〜39歳
40〜44歳
45〜49歳
50〜54歳
55〜59歳
60〜64歳
65〜69歳
70〜74歳
75〜79歳
80〜84歳
85〜89歳

90歳〜 ⼥

平成 31 年 令和６年 
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（２）世帯数等の推移 
本市の世帯数は、令和６年３月 31 日現在 49,949 世帯となっており、増加傾向で推移して

いる一方、１世帯あたり人員は、令和６年３月 31 日現在 2.11 人となっており、減少傾向で

推移しています。 

本市のこどものいる世帯の構成は、令和２年 10 月１日現在、18 歳未満世帯員のいる一般

世帯のうち、核家族世帯が全体の 83.9％を占めており、この割合は上昇傾向にあり、核家族

化が進行しています。 

また、ひとり親世帯（男親とこどもから成る世帯及び女親とこどもから成る世帯）は、令

和２年 10 月１日現在、18 歳未満世帯員のいる一般世帯の 10.2％となっており、この割合は

５年前（平成 27 年）の 8.9％から上昇しています。 

▼世帯数及び１世帯あたり人員の推移 

 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

▼こどものいる世帯の構成（単位：世帯） 

  
18 歳未満世帯員のいる一般世帯 

平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

総数 10,918 100.0% 10,293 100.0% 9,548 100.0% 

親族のみ世帯 10,850 99.4% 10,224 99.3% 9,502 99.5% 

 核家族世帯 8,437 77.3% 8,224 79.9% 8,012 83.9% 

  夫婦のみの世帯 2 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

  夫婦とこどもから成る世帯 7,446 68.2% 7,312 71.0% 7,045 73.8% 

  男親とこどもから成る世帯 81 0.7% 81 0.8% 101 1.1% 

  女親とこどもから成る世帯 908 8.3% 831 8.1% 866 9.1% 

 核家族以外の世帯 2,413 22.1% 2,000 19.4% 1,490 15.6% 

非親族を含む世帯 52 0.5% 52 0.5% 34 0.4% 

単独世帯 16 0.1% 17 0.2% 12 0.1% 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

 

49,145 49,354 49,770 49,919 49,942 49,949

2.24 2.21 2.19 2.16 2.14 2.11

0.00人

0.50人

1.00人

1.50人

2.00人

2.50人

0世帯

10,000世帯

20,000世帯

30,000世帯

40,000世帯

50,000世帯

60,000世帯

70,000世帯

80,000世帯

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

世帯数 １世帯当たり人員
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（３）出⽣数等の推移 
本市の出生数は、令和５年が 538 人と減少傾向で推移しており、令和３年から令和４年に

かけては 71 人減と大幅な減少となっています。そして、出生率（人口千対）も概ね低下傾向

です。 

また、婚姻数は令和元年までの 400 組台から、令和２年以降は 300 組台に減少しており、

離婚数も同様に令和元年から令和２年にかけて大幅に減少しています。 

合計特殊出生率は、平成 30 年～令和４年の平均が 1.33 となっており、全国を上回る年が

多いものの、静岡県を下回る水準で推移しています。 

▼出生数及び出生率（人口千対）の推移 

 

▼出生数及び出生率（人口千対）、婚姻・離婚数の推移（単位：人） 

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

出生数 665 653 644 573 538 

出生率(人口千対) 6.0 6.0 5.9 5.3 5.0 

婚姻数 446 362 321 373 371 

離婚数 186 152 151 157 148 

資料：静岡県人口動態統計（令和５年は国人口動態調査）、出生率は各年３月 31 日現在の住民基本台帳人口から算出 

▼合計特殊出生率※の推移と比較 

 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計 

※合計特殊出生率とは、15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出産率を合計したもので、一人の女性が一生に産む

こどもの数に相当 
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573 538
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三島市 静岡県 全国
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（４）有配偶率等 
本市の有配偶率については、20 歳代や 30 歳代では、男女ともに静岡県と概ね同水準とな

っています。 

未婚率については、20 歳代や 30 歳代では、男女ともに概ね上昇傾向となっており、令和２

年 10 月１日現在の未婚率は、35～39 歳では男性 36.0％、女性 21.4％という状況です。 

▼年齢区分別有配偶率の比較（令和２年） 

 

資料：国勢調査（10 月１日現在） 

▼年齢階級別未婚率（単位：％） 

区分 
男性 女性 

平成 22 年 平成 27 年 令和２年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

15～19 歳 99.5 99.0 99.5 99.1 99.5 99.5 

20～24 歳 91.8 93.1 92.6 86.4 89.5 92.4 

25～29 歳 69.5 70.2 71.2 54.5 58.0 59.5 

30～34 歳 45.3 47.4 47.2 29.7 31.3 33.9 

35～39 歳 34.9 33.1 36.0 19.8 20.0 21.4 

40～44 歳 28.6 28.8 27.3 15.1 15.8 16.0 

45～49 歳 22.5 25.4 27.1 10.7 14.6 14.9 

合計 51.3 51.3 51.9 39.5 40.6 42.0 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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（５）⼥性の就業率 
女性の就業率（15 歳以上人口に占める就業者数の割合）は、結婚・出産期にあたる年代に

一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆるＭ字カーブを描いてい

ます。 

令和２年は、平成 27 年と比べてＭ字の谷の部分が浅くなっており、20 歳代後半から 40 歳

代前半にかけて就業率の上昇が見られます。 

また、就業率はほとんどの年齢区分で全国よりも高い水準となっています。 

▼女性の就業率の推移 

 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

▼女性の就業率の比較（令和２年） 

 

資料：国勢調査（10 月１日現在） 
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（６）推計児童⼈⼝ 
推計児童人口（18 歳未満人口）は、本計画の最終年（令和 11 年）には 13,000 人を下回る

見通しとなっており、令和６年比で 2,000 人以上の減少を見込んでいます。 

また、いずれの年齢区分も減少傾向で推移する見通しとなっています。 

▼年齢区分別児童人口の推計 

 

（単位：人） 

  

実績 推計 

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和 10 年 令和 11 年 

０歳 530 526 505 492 481 469 459 

１歳 661 551 549 527 513 502 490 

２歳 668 656 552 549 527 514 502 

３～５歳 2,255 2,166 2,093 1,913 1,788 1,657 1,618 

０～５歳 計 4,114 3,899 3,699 3,481 3,309 3,142 3,069 

６～11 歳 5,322 5,159 4,990 4,841 4,656 4,502 4,247 

12～17 歳 5,992 5,942 5,838 5,718 5,624 5,476 5,294 

０～17歳 合計 15,428 15,000 14,527 14,040 13,589 13,120 12,610 

資料：令和５年及び令和６年は住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 
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推計

【推計方法】 

◇平成 31 年から令和６年の住民基本台帳（各年３月 31 日時点）における男女別・各歳別

の実績人口の動静から「変化率」を求め、これに基づき将来人口を推計する「コーホー

ト変化率法」により推計。 

◇０歳人口は、コーホート変化率を用いて推計した将来各年における 15～49 歳の女性人

口に女性こども比を乗ずることで、将来各年における０歳人口を推計。 

 ※推計に使用した女性こども比：令和５年と令和６年の各年における女性こども比を

算出した上で、その平均を求め、この平均値を推計に用いる女性こども比とした。15

～49 歳の女性人口と０歳人口との比を女性こども比として算出。 
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（７）教育・保育施設 

①教育・保育給付認定 
本市の教育・保育給付認定の数は、全体で令和６年度現在 2,998 人となっており、そのう

ち１号認定及び２号認定が概ね減少傾向の一方、３号認定（０～２歳）は増加傾向となって

います。 

▼教育・保育給付認定の推移 

 

資料：担当課資料（各年４月１日） 
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②教育・保育施設の利⽤児童数 
本市における就学前の教育・保育施設は、令和６年度現在、保育所 12 園、認定こども園 10

園、幼稚園 12 園（うち１園休園中）、小規模保育事業８事業所となっています。 

利用児童数は、全体で令和６年度現在 2,807 人となっており、少子化に伴い減少傾向で推

移しています。 

▼教育・保育施設の利用児童数の推移（単位：人） 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

認可保育所 

（公立） 

０歳 16 15 13 18 15 

１歳 79 68 72 76 71 

２歳 102 86 75 84 89 

３歳 115 101 100 92 100 

４歳 112 116 100 98 96 

５歳 111 110 115 97 100 

合計 535 496 475 465 471 

認可保育所 

（私立） 

０歳 51 54 42 33 28 

１歳 143 131 104 110 65 

２歳 164 166 119 119 90 

３歳 174 167 105 118 76 

４歳 184 173 109 107 84 

５歳 173 184 115 105 80 

合計 889 875 594 592 423 

保育所型 

認定こども園 

（私立） 

０歳 10 19 24 18 29 

１歳 30 35 83 74 100 

２歳 58 40 87 92 120 

３歳 57 65 98 98 141 

４歳 54 60 129 96 134 

５歳 64 54 120 131 126 

合計 273 273 541 509 650 

幼保連携型 

認定こども園 

（私立） 

０歳 2 1 3 3 1 

１歳 19 21 18 21 29 

２歳 31 34 28 30 38 

３歳 38 45 37 45 45 

４歳 41 44 50 44 46 

５歳 49 46 47 52 47 

合計 180 191 183 195 206 

幼稚園（公立） 

３歳 189 179 168 150 131 

４歳 208 190 176 181 160 

５歳 221 204 201 182 193 

合計 618 573 545 513 484 

幼稚園（私立） 

３歳 172 174 151 152 121 

４歳 174 162 170 141 160 

５歳 189 172 149 163 139 

合計 535 508 470 456 420 
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 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

小規模保育事業 

（私立） 

０歳 8 19 23 15 20 

１歳 30 37 52 61 42 

２歳 21 51 50 56 62 

合計 59 107 125 132 124 

認可外保育施設 

０歳 1 6 4 3 6 

１歳 7 10 14 7 9 

２歳 13 13 9 19 9 

３歳 0 3 1 1 2 

４歳 0 1 2 2 1 

５歳 0 0 0 2 2 

合計 21 33 30 34 29 

全体 

０歳 88 114 109 90 99 

１歳 308 302 343 349 316 

２歳 389 390 368 400 408 

３歳 745 734 660 656 616 

４歳 773 746 736 669 681 

５歳 807 770 747 732 687 

合計 3,110 3,056 2,963 2,896 2,807 

資料：担当課資料（各年４月１日） 

 

③⼩学校 
本市の小学校数は 14 校、在学児童数は令和６年度では 5,024 人となっており、在学児童数

は減少傾向の一方、特別支援学級の児童数は増加傾向です。 

▼小学校の在学児童数等の推移（単位：人） 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

学校数（単位：学校） 14 14 14 14 14 

学級数（単位：クラス） 

（うち特別支援学級） 

218 

（20） 

218 

（21） 

215 

（22） 

210 

（23） 

208 

（24） 

児童数 

１年生 855 825 782 786 766 

２年生 898 849 813 789 780 

３年生 918 888 847 816 788 

４年生 976 921 888 851 820 

５年生 947 971 922 882 843 

６年生 926 945 964 921 878 

特別支援学級 116 120 128 135 149 

合計 5,636 5,519 5,344 5,180 5,024 

資料：学校基本調査（各年５月１日） 
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（８）地域⼦ども・⼦育て⽀援事業 
地域子ども・子育て支援事業は、市町村が地域の実情に応じ、市町村子ども・子育て支援

事業計画に従って実施する事業です。 

令和６年度現在、本市で実施中の地域子ども・子育て支援事業は、次の 14 事業です。 

▼本市で実施中の地域子ども・子育て支援事業 

№ 事業名 概要 

１ 利用者支援事業 

教育・保育施設や地域の子育て支援事業などの情報提供及び必要

に応じ相談・助言などを行うとともに、関係機関との連絡調整等を

実施します。 

本市では、令和６年度現在、「基本型」（子育て支援事業や保育所

等の利用支援と関係機関との連絡調整等を行う）と「こども家庭セ

ンター型（旧母子保健型）」（母子保健と児童福祉が一体的に、すべ

ての妊産婦及びこどもとその家庭等を対象に相談支援等を行う）の

２種類を実施しています。 

２ 
地域子育て支援拠点

事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て

についての相談、情報の提供、助言その他の援助を行います。 

本市では、令和６年度現在、市内の民間保育所等 11 園と三島市本

町子育て支援センターで本事業を実施しています。 

３ 妊婦健康診査事業 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査や

保健指導を実施するとともに、妊娠期間中、必要に応じて医学的検

査を実施し、費用の一部を計 14 回助成します。 

４ 
乳児家庭全戸訪問事

業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援

に関する情報提供や養育環境等の把握、助言等を行います。 

５ 養育支援訪問事業 
養育支援が必要な家庭の居宅を訪問し、指導・助言等を行い、適

切な養育を支援します。 

６ 

子どもを守る地域ネ

ットワーク機能強化

事業 

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能

強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）

の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取り組みを

実施する事業です。 

７ 子育て短期支援事業 

保護者が疾病やその他の理由により、一時的に児童の養育が困難

となった場合や保護者の育児負担の軽減が必要となった場合など

に、児童を施設等で一定期間、養育・保護する事業です。 

８ 
ファミリー・サポー

ト・センター事業 

乳幼児や小学生等の子育て中の保護者を会員として、こどもの預

かり等の援助を希望する者（依頼会員）と援助を行うことを希望す

る者（協力会員）との相互援助活動に関する連絡、調整を行います。 

９ 一時預かり事業 

幼稚園型は、認定こども園の在園児を対象として、正規時間終了

後に保護者の就労理由などにより希望する者に対し、預かり保育を

実施します。 

幼稚園型以外は、保護者の仕事や傷病等、家庭において保育を受

けることが一時的に困難となった保育所・認定こども園に入所して

いない乳幼児について、保育所や認定こども園において、一時的に

預かり必要な保育を行う事業です。  
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№ 事業名 概要 

10 時間外保育事業 
保育認定を受けたこどもについて、通常の利用時間以外におい

て、市内の保育所や認定こども園で保育を実施しています。 

11 病児保育事業 

保育所等に通っている児童が、病気の回復期にあるため集団保育

等が困難である場合、病院、保育所等に付設された専用スペースで

一時的に保育することにより、子育てと就労の両立を支援すること

を目的に行われている事業です。 

本市では、令和６年度現在、医療機関２か所で病児保育を、保育

所２園で病後児保育を実施しています。 

12 

放課後児童クラブ

（放課後児童健全育

成事業） 

保護者が労働等で昼間家庭にいない小学校に就学しているこど

もに対し、授業の終了後等に放課後児童クラブを設置し、適切な遊

びや生活の場を与え、その健全な育成を図る事業です。 

本市では、令和６年度現在、小学校区単位等で 25 クラブを設置し

ています。 

13 
実費徴収に係る補足

給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に

対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必

要な物品の購入に要する費用または行事への参加に要する費用等

を助成する事業です。 

14 
多様な事業者の参入

促進・能力活用事業 

新規事業者が事業を円滑に運営していくことができるよう、支

援、相談・助言、さらには、他の事業者の連携施設のあっせん等を

行う事業です。 
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▼地域子ども・子育て支援事業の利用者数等の推移 

№  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

１ 利用者支援事業 

実施か所数（か所） 2 2 2 2 

 基本型 1 1 1 1 

 旧母子保健型 1 1 1 1 

２ 
地域子育て支援拠

点事業 
年間延利用者数（人回） 17,870 18,713 23,511 27,306 

３ 妊婦健康診査事業 
妊娠届出数（人） 647 615 565 521 

年間延利用回数（人回） 12,000 11,450 9,974 10,044 

４ 
乳児家庭全戸訪問

事業 
年間訪問乳児数（人） 654 644 554 561 

５ 養育支援訪問事業 年間訪問児童数（人） 268 209 223 222 

６ 

子どもを守る地域

ネットワーク機能

強化事業 

実施有無 実施 実施 実施 実施 

７ 
子育て短期支援事

業 
年間延利用者数（人日） 0 0 0 0 

８ 
ファミリー・サポー

ト・センター事業 
年間延利用者数（人日） 5,211 5,844 5,647 5,563 

９ 一時預かり事業 

年間延利用者数（人日） 39,751 36,827 57,831 59,848 

 

①認定こども園及び幼稚

園の在園児を対象とする

一時預かり（幼稚園型） 

37,588 34,722 55,487 56,802 

 
②保育所等における一時

預かり（幼稚園型以外） 
2,163 2,105 2,344 3,046 

10 時間外保育事業 年間実利用者数（人） 501 594 623 590 

11 病児保育事業 

年間延利用者数（人日） 445 881 1,134 1,690 

 就学前の児童 433 849 1,097 1,527 

 就学児童 12 32 37 163 

12 

放課後児童クラブ

（放課後児童健全

育成事業） 

年間利用者数（人） 1,256 1,191 1,225 1,260 

 １年生 375 377 369 372 

 ２年生 367 351 365 348 

 ３年生 291 292 302 293 

 ４年生 154 127 134 180 

 ５年生 48 37 35 51 

 ６年生 21 7 20 16 

13 
実費徴収に係る補

足給付を行う事業 

年間実利用者数（人） 61 57 43 43 

 教材費等 12 8 8 6 

 副食の材料費 49 49 35 37 

14 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 － － － － 

資料：担当課資料 
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（９）その他の事業 

①各種⼿当・助成 
各種手当の推移を見ると、児童手当の受給延児童数は減少傾向となっています。 

▼各種手当・助成の支払件数等の推移 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童手当受給延児童数 （人） 150,541 146,296 134,033 125,200 

子ども医療費助成支払件数 （件） 196,069 215,418 218,317 256,862 

児童扶養手当受給者数 （人） 649 612 577 557 

ひとり親家庭等医療費助成支払件数 （件） 5,804 5,565 5,118 5,577 

ひとり親家庭等入学祝金支払件数 （件） 179 162 155 183 

資料：担当課資料 

 

②保健指導・相談 
保健指導・相談の実施状況の延利用者数を見ると、妊婦健康相談・母子健康手帳交付は減

少傾向となっています。 

▼保健指導・相談会等の実施回数等の推移 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

妊婦健康相談・母子健康

手帳交付 

（回） 随時 随時 随時 随時 

（延人数） 647 615 565 521 

乳幼児健康相談会 
（回） 9 8 12 12 

（延人数） 487 392 537 672 

北上乳幼児相談会 
（回） なし なし なし なし 

（延人数） なし なし なし なし 

２歳児健康相談会 
（回） 5 10 12 12 

（延人数） 228 394 442 427 

乳幼児事後相談会 
（回） 9 12 12 12 

（延人数） 172 187 175 122 

幼児個別相談会 
（回） 12 なし なし なし 

（延人数） 23 なし なし なし 

子どもの育ち相談会 
（回） なし 39 39 42 

（延人数） なし 74 73 81 

子育て悩み相談会 
（回） 12 なし なし なし 

（延人数） 20 なし なし なし 

発達相談会 
（回） 2 なし なし なし 

（延人数） 4 なし なし なし 

言語相談会 
（回） 8 8 8 8 

（延人数） 34 21 17 19 

育児相談 
（回） 随時 随時 随時 随時 

（延人数） 260 185 219 193 
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 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

４か月児健診 
（回） 随時 随時 随時 随時 

（延人数） 669 642 558 546 

10 か月児健診 
（回） 随時 随時 随時 随時 

（延人数） 682 653 619 499 

１歳６か月児健診 
（回） 12 12 12 12 

（延人数） 722 698 647 599 

３歳児健診 
（回） 13 12 12 12 

（延人数） 855 722 709 683 

資料：担当課資料 

 

③家庭児童相談 
家庭児童相談について見ると、その他の養護相談に関するものが相談内容の中で最も多く

なっています。 

▼家庭児童相談の相談内容別件数の推移 

相談内容（重複あり） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童虐待相談 （件） 68 58 42 82 

その他の養護相談 （件） 1,518 1,300 2,134 3,734 

保健相談 （件） 0 31 3 44 

肢体不自由相談 （件） 0 0 0 0 

視聴覚障害相談 （件） 0 13 0 0 

言語発達障害等相談 （件） 11 3 1 2 

重症心身障害 （件） 0 26 20 31 

知的障害相談 （件） 120 147 221 24 

発達障害相談 （件） 0 35 34 14 

ぐ犯行為等相談 （件） 3 8 17 19 

触法行為等相談 （件） 0 3 0 6 

性格行動相談 （件） 19 7 19 6 

不登校相談 （件） 372 148 46 95 

適性相談 （件） 0 18 0 0 

育児・しつけ相談 （件） 0 63 29 13 

その他の相談 （件） 138 519 247 280 

合計 （件） 2,249 2,379 2,813 4,350 

資料：担当課資料 

 

④虐待件数の推移 
虐待の通告件数は、令和５年度が 14 件となっており、過去４年は通告件数のすべてが実件

数として虐待に該当しています。 

▼児童虐待の通告件数等の推移 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

通告件数 （件） 27 16 9 14 

非該当件数 （件） 0 0 0 0 

実件数 （件） 27 16 9 14 

資料：担当課資料 
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⑤公園の状況 
遊具が設置されている公園の総数は 94 か所となっており、その他の遊び場を含めると 116

か所となっています。 

▼遊具が設置されている公園数（単位：か所） 

都市公園 都市公園以外の公園 神社等子どもの遊び場 

44 50 22 

資料：担当課資料 

▼遊具が設置されている公園一覧 

公園名称 所在地  公園名称 所在地 

楽寿園 一番町 19-3  うぐいす公園 初音台 24-13 

白滝公園 一番町 1-1  千枚原公園 千枚原 8-14 

菰池公園 大宮町 3-20-1  かも公園 加茂 167 

若宮公園 西若町 8-7  きじ公園 加茂 168 

長伏公園 長伏 274-3  旭ケ丘公園 川原ケ谷君ケ沢 404-22 

子供の森公園 観音洞 4704-800  富士見台公園 富士見台 38-1 

萩公園 萩 829-1  富士見台第２公園 富士見台 18-8 

光ケ丘公園 光ケ丘 21-2  まるた公園 東大場 1-33-3 

つつじ公園 谷田字梨ノ木山 1997-1  みどり野公園 東壱町田 4-3 

つばき公園 谷田字石原山 1969-5  三恵台冨士見公園 三恵台 16-6 

鶴見公園 谷田字新福寺山 1950-1  三恵台公園 三恵台 23-9 

城山公園 字城山 4042-7  松が丘公園 松が丘 1-7 

北沢公園 北沢 53-1  若松公園 字桐木 4252-1 

ひなた公園 芙蓉台 1-21-14  やまばと公園 佐野見晴台 1-9 

坂下公園 芙蓉台 1-5-8  コイデ山公園 谷田字天台 1325-46 

ふよう公園 芙蓉台 2-1-11  桐木公園 字桐木 4613-59 

あじさい公園 芙蓉台 2-3-16  高台第２公園 徳倉 2 丁目 149-67 

上岩崎公園 文教町 2-3681-1  錦が丘公園 錦が丘 4-23 

赤王山公園 大場字赤王山 1086-61  神川公園 加茂川町 3884-7 

藤代公園 藤代町 12-10  シャリエ壱町公園 壱町田 104-5 

御園公園 御園 399  みかづき公園 沢地 35-1 

はつね公園 初音台 4-2  小山橋公園 谷田字小山 18-17 

うぐいす公園 初音台 24-13    

資料：担当課資料（令和６年４月１日現在） 
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２ 子どもの生活実態調査結果から見た状況 

【⽣活困難とは】 
本調査では、「困窮層」、「周辺層」、「一般層」の３つの要素に基づいて分類しています。そ

のうち、「困窮層」と「周辺層」を合わせた層を「生活困難層」とし、それ以外の層を「一般

層」とした場合に、「生活困難層」の世帯の状況を「生活困難」と表します。 

 

【⽣活困難度判定】 
「子どもの生活実態調査」のアンケート調査において、３つの要素に該当する世帯及びそ

のこどもを把握するための３つの設問を保護者票に設け、それぞれに該当する世帯の抽出を

行いました。 

要素①「低所得」では、世帯の可処分所得を把握する調査結果をもとに、厚生労働省「令

和４年国民生活基礎調査」から算出される基準未満（等価可処分所得の中央値 254 万円×50％

＝127 万円をベースとした世帯数ごとの低所得基準）の世帯が該当。 

要素②「子どもの体験や所有物の欠如」では、こどもの体験や所有物等に関する 14 項目の

うち、６項目で金銭的に与えられていないと回答した世帯が該当。 

要素③「家計のひっ迫」では、経済的な理由で公共料金や家賃を支払えなかった経験や食

料・衣類を買えなかった経験などの７項目のうち、５項目で「何度かあった」、「頻繁にあっ

た」を１つ以上回答した世帯が該当。 

 

【困窮層、周辺層、⼀般層の判定】 
生活困難と判定された世帯のうち、２つ以上の要素に該当する世帯を「困窮層」、３つの要

素のうち、いずれか１つの要素に該当する世帯を「周辺層」、いずれの要素にも該当しない世

帯を「一般層」と判定しました。 

 

◆生活困難層（困窮層・周辺層）、一般層 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生活困難層 困窮層 + 周辺層 

 

困窮層 ２つ以上の要素に該当 

周辺層 いずれか１つの要素に該当 

一般層 いずれの要素にも該当しない 
②⼦どもの体験や

所有物の⽋如 ③家計のひっ迫 

①低所得 
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【⽣活困難層の割合】 
子どもの生活実態調査の保護者票の集計結果から生活困難度判定を行い、「困窮層」、「周辺

層」、「一般層」に該当する票を抽出し、生活困難層の割合を算出しました。また、生活困難

度判定結果に基づき、こども票も同様に生活困難層の割合を算出しました。 

 

○ 保護者票の生活困難層の割合： 

 困窮層 周辺層 一般層 不明 計 

小学５年生 

保護者票 

該当票数 40 票 95 票 534 票 159 票 828 票 

割合 4.8％ 11.5％ 64.5％ 19.2％ 100.0％ 

中学２年生 

保護者票 

該当票数 32 票 63 票 479 票 153 票 727 票 

割合 4.4％ 8.7％ 65.9％ 21.0％ 100.0％ 

全体 
該当票数 72 票 158 票 1,013 票 312 票 1,555 票 

割合 4.6％ 10.2％ 65.1％ 20.1％ 100.0％ 

○ こども票の生活困難層の割合： 

 困窮層 周辺層 一般層 不明 計 

小学５年生 

こども票 

該当票数 40 票 95 票 532 票 170 票 837 票 

割合 4.8％ 11.4％ 63.6％ 20.3％ 100.1％ 

中学２年生 

こども票 

該当票数 32 票 63 票 477 票 171 票 743 票 

割合 4.3％ 8.5％ 64.2％ 23.0％ 100.0％ 

全体 
該当票数 72 票 158 票 1,009 票 341 票 1,580 票 

割合 4.6％ 10.0％ 63.9％ 21.6％ 100.1％ 

 

【世帯タイプ別の割合】 
子どもの生活実態調査の保護者票の集計結果から世帯タイプ別判定を行い、「ふたり親世帯」

と「ひとり親世帯」に該当する票を抽出し、世帯タイプの割合を算出しました。 

 

○ 保護者票の世帯タイプ別の割合： 

 ふたり親 

世帯 

ひとり親 

世帯 

その他 

世帯 
不明 計 

小学５年生 

保護者票 

該当票数 627 票 158 票 12 票 31 票 828 票 

割合 75.7％ 19.1％ 1.4％ 3.7％ 99.9％ 

中学２年生 

保護者票 

該当票数 538 票 156 票 7 票 26 票 727 票 

割合 74.0％ 21.5％ 1.0％ 3.6％ 100.1％ 

全体 
該当票数 1,165 票 314 票 19 票 57 票 1,555 票 

割合 74.9％ 20.2％ 1.2％ 3.7％ 100.0％ 
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（１）しつけや⼦育て、教育に関する悩みや不安〈保護者調査〉 
こどものしつけや子育て、教育に関する悩みや不安についてみると、小学５年生、中学２

年生ともに「子どもに対するしつけや教育に自信が持てない」は、困窮層が一般層より 10 ポ

イント以上上回っています。 

また、小学５年生では、「子どもが反抗的で、なかなか言うことを聞かない」は、困窮層が

一般層より 15 ポイント以上上回っています。 

さらに、小学５年生、中学２年生ともに「特に悩みはない」は、困窮層が一般層より 10 ポ

イント以上下回っています。 
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（２）頼れる相⼿や⼼おきなく相談できる相⼿〈保護者調査〉 
現在、頼れる相手や心おきなく相談できる相手がいるかどうかについて見ると、小学５年

生、中学２年生ともに「いる」は、困窮層が一般層より 20 ポイント以上下回っています。 

また、小学５年生では「いないのでほしい」は、困窮層が一般層より 15 ポイント以上上回

っています。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）⾼等学校以上の進学の希望〈本⼈調査・保護者調査〉 

①本⼈調査 
将来、高校（高等学校）に進学したいかについて見ると、小学５年生では「進学したい」

は、困窮層が一般層より 15 ポイント以上、中学２年生は 10 ポイント以上下回っています。 
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②保護者調査 
こどもの高等学校以上の進学希望についてみると、小学５年生、中学２年生ともに「希望

する」は、困窮層が一般層より 20 ポイント以上下回っています。 

また、中学２年生では、「希望しない」は、困窮層が一般層より 20 ポイント以上上回って

います。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

（４）⼣ご飯の状況〈本⼈調査〉 
学校のある日に、ご飯を食べる週単位の頻度のうち、夕ご飯についてみると、小学５年生

の「毎日」は、困窮層が一般層より 20 ポイント以上、中学２年生は５ポイント以上下回って

います。 
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0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日

週に３～４日

週に１～２日

食べない

中学2年生

困窮層(n=32) 周辺層(n=63) 一般層(n=477)
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（５）家のことや家族のお世話の状況〈本⼈調査〉 
ふだん、家のことや家族のお世話をしているかについて見ると、小学５年生では「洗い物

や洗たく、そうじ、料理、買物」は、困窮層が一般層より５ポイント以上上回っています。 

また、中学２年生の「兄弟姉妹のお世話」は、困窮層が一般層より 15 ポイント以上上回っ

ています。 

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）「努⼒すればできるようになる」と感じているか〈本⼈調査〉 
日常生活の中で感じていることのうち、努力すればできるようになるについてみると、小

学５年生では「そう思う」は、困窮層が一般層より 15 ポイント以上、中学２年生は 10 ポイ

ント以上下回っています。 
 
 
 
 
 

 

40.0

15.0

0.0

5.0

0.0

45.0

37.9

13.7

0.0

4.2

2.1

48.4

33.6

12.8

1.1

3.9

0.9

53.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

洗い物や洗たく、そうじ、

料理、買物

兄弟姉妹のお世話

おじいちゃんやおばあちゃん

のお世話

お父さんやお母さんの

身の回りのお世話

その他いっしょに住んでいる

人のお世話

特にしていない

小学5年生

困窮層(n=40) 周辺層(n=95) 一般層(n=532)

34.4

25.0

0.0

6.3

3.1

37.5

46.0

12.7

0.0

1.6

0.0

42.9

34.4

6.9

1.3

1.5

0.0

57.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

洗い物や洗たく、そうじ、

料理、買物

兄弟姉妹のお世話

おじいちゃんやおばあちゃん

のお世話

お父さんやお母さんの

身の回りのお世話

その他いっしょに住んでいる

人のお世話

特にしていない

中学2年生

困窮層(n=32) 周辺層(n=63) 一般層(n=477)

40.0

30.0

10.0

0.0

5.0

36.8

45.3

6.3

5.3

1.1

56.2

32.3

5.1

0.9

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

そう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

わからない

小学5年生

困窮層(n=40) 周辺層(n=95) 一般層(n=532)

31.3

40.6

12.5

0.0

3.1

46.0

39.7

6.3

3.2

1.6

41.5

37.1

10.1

1.9

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

わからない

中学2年生

困窮層(n=32) 周辺層(n=63) 一般層(n=477)
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３ 子ども・子育てに関するアンケート調査結果から見た状況 

（１）保護者の就労状況 〈就学前児童・⼩学⽣〉 
母親の就労状況を見ると、「フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）」は、就

学前児童の保護者、小学生の保護者ともに、今回(R6)調査が前回(R1)調査を上回っています。 

年々、パート・アルバイトを含め、就労している母親の割合が上昇しており、特にフルタ

イムの割合の上昇が顕著です。 

 

▼母親（就学前児童） 

 

 

▼母親（小学生） 

 

 

 

  

45.0

38.1

26.7

28.0

25.2

28.9

1.4

0.9

1.6

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回(R6)調査(n=1,107)

前回(R1)調査(n=1,608)

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）

パート・アルバイト等（フルタイム以外の就労）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまでに就労したことがない

無回答

40.3

29.9

40.3

42.9

17.0

20.5

1.9

1.0

0.5

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回(R6)調査(n=578)

前回(R1)調査(n=609)

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）

パート・アルバイト等（フルタイム以外の就労）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまでに就労したことがない

無回答
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（２）平⽇の定期的な教育・保育事業の利⽤状況と利⽤意向 〈就学前児童〉 

①平⽇の定期的な教育・保育事業の現状と希望 
▼今回調査 

現状と希望のギャップを見ると、「幼稚園の預かり保育」は希望（30.5％）が現状（12.1％）

を 18.4 ポイント、「認可保育所（園）」は希望（45.3％）が現状（28.6％）を 16.7 ポイント、

「認定こども園」は希望（47.4％）が現状（35.0％）を 12.4 ポイント上回っています。 

 

 

 

※「家庭的保育事業所」、「居宅訪問型保育事業」、「事業所内保育事業所」、「利用したい事業はな

い」は、現状を聞く調査の項目にない。 

 

  

27.4

12.1

28.6

35.0

4.2

2.4

0.6

0.5

2.1

0.0

38.1

30.5

45.3

47.4

8.8

4.4

1.4

2.7

6.1

3.5

9.8

1.4

4.0

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

小規模保育事業所

企業主導型保育事業所

その他の認可外の保育施設

家庭的保育事業所

居宅訪問型保育事業

事業所内保育事業所

ファミリー・サポート・センター

その他

利用したい事業はない

無回答

現状(n=825)

希望(n=1,107)
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▼（参考）前回調査 

 

 

 

 

 

  

29.5

10.3

46.9

17.9

1.9

1.7

0.7

0.0

0.0

0.3

0.9

2.3

0.3

47.0

38.3

54.9

39.2

6.1

4.5

1.4

2.8

4.2

4.2

8.3

1.6

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

小規模保育事業所

企業主導型保育事業所

その他の認可外の保育施設

家庭的保育事業所

居宅訪問型保育事業

事業所内保育事業所

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

現状(n=1,185)

希望(n=1,608)
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②教育・保育事業を利⽤していない理由 
平日定期的に教育・保育事業を利用していない理由では、「子どもがまだ小さいため、成長

したら利用したい」が 51.1％と最も高く、「利用する必要がない（子どもの教育や発達のた

め、保護者がお子さんをみている等）」が 44.3％と続いています。 

経年比較では「子どもの祖父母や親せき、近所の人や父母の友人・知人がみている」は、

前回(R1)調査（8.6％）から今回(R6)調査（3.5％）で 5.1 ポイント減少しています。 

一方、「利用する必要がない（子どもの教育や発達のため、保護者がお子さんをみている等）」、

「利用したいが、教育・保育の定員に空きがない」がわずかに増加しています。 

 

 

 

※「利用したいが、障がいや発達に関する支援が必要である」、「利用したいが、医療的ケアが必

要である」は、前回調査の項目にない。 

  

44.3

3.5

16.0

4.3

0.7

2.5

2.5

1.8

0.0

51.1

6.7

1.4

41.2

8.6

12.5

4.8

2.2

0.7

4.1

51.6

8.4

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

利用する必要がない（子どもの教育や発達のため、

保護者がお子さんをみている等）

子どもの祖父母や親せき、近所の人や父母の友人・知人

がみている

利用したいが、教育・保育の定員に空きがない

利用したいが、経済的な理由で利用できない

利用したいが、延長・夜間等の時間帯の条件が合わない

利用したいが、質や場所など、納得できる事業がない

利用したいが、事業の利用情報をどこから

入手したらいいのかわからない

利用したいが、障がいや発達に関する支援が必要である

利用したいが、医療的ケアが必要である

子どもがまだ小さいため、成長したら利用したい

その他

無回答

今回(R6)調査(n=282)

前回(R1)調査(n=417)
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3.9

3.8

3.9

2.8

4.0

3.8

4.0

4.0

3.8

3.8

4.0

4.2

4.4

3.6

4.3

3.9

3.4

3.9

4.0

3.8

4.2

3.9

4.1

4.0

4.1

3.8

3.9

4.2

4.3

3.8

3.8

3.3

0.0点 1.0点 2.0点 3.0点 4.0点 5.0点

①両親学級

②市保健センターの情報・相談事業

③家庭教育に関する学級・講座

④青少年相談室・ふれあい教室

（教育相談・青少年相談室）

⑤保育所（園）や幼稚園の園庭等の開放

⑥本町子育て支援センター

⑦地域子育てセンター

⑧児童センター

⑨ファミリー・サポート・センター

⑩こども家庭センター

（家庭児童相談室）

⑪子育ての総合相談窓口

⑫子どもの一時預かり保育

⑬図書館

⑭自治体発行の子育て支援情報誌

⑮子どもは地域の宝事業

⑯子育て支援フェア

⑰子育てアプリ『みしまっこ』

今回(R6)調査(n=1,107)

前回(R1)調査(n=1,608)

（３）地域の⼦育て⽀援事業の満⾜度 〈就学前児童・⼩学⽣〉 
▼就学前児童 

地域の子育て支援事業の満足度の平均点を見ると、「⑬図書館」が 4.4 点と最も高くなって

います。 

経年比較では、「⑪子育ての総合相談窓口」、「⑬図書館」、「⑯子育て支援フェア」、「⑰子育

てアプリ『みしまっこ』」の満足度が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「両親学級」、「子どもは地域の宝事業」は、前回調査の項目にない。 

※選択肢後ろの（  ）は、前回調査の選択肢（以下同） 
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▼小学生 

地域の子育て支援事業の満足度の平均点をみると、「③青少年相談室・ふれあい教室」が 4.3

点と最も高くなっています。 

経年比較においても、「③青少年相談室・ふれあい教室」の満足度が 0.4 ポイントと最も上

昇しています。 

 

 

※「民間が実施している子ども食堂など子どもの居場所活動」は、前回調査の項目にない。 

 

  

3.8

3.9

4.3

3.7

3.9

4.0

4.0

4.1

4.2

4.2

3.8

4.1

3.8

3.8

3.9

4.0

4.1

4.2

4.1

3.5

4.1

4.4

3.7

0.0点 1.0点 2.0点 3.0点 4.0点 5.0点

①市保健センターの情報・相談事業

②家庭教育に関する学級・講座

③青少年相談室・ふれあい教室

（教育相談・青少年相談室）

④本町子育て支援センター

⑤児童センター

⑥ファミリー・サポート・センター

⑦こども家庭センター

（家庭児童相談室）

⑧子育ての総合相談窓口

⑨子どもの一時預かり保育

⑩図書館

⑪自治体発行の子育て支援情報誌

⑫民間が実施している

子ども食堂など子どもの居場所活動

今回(R6)調査(n=578)

前回(R1)調査(n=609)
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（４）⼩学⽣の放課後の過ごし⽅の意向 〈⼩学⽣〉 
１～３年生のときは、「自宅」が 63.0％と最も高く、「習い事（ピアノ教室、サッカークラ

ブ、学習塾など）」が 38.1％、「放課後児童クラブ（学童保育）」が 37.7％と続いています。 

４～６年生のときは、「自宅」が 68.7％と最も高く、「習い事（ピアノ教室、サッカークラ

ブ、学習塾など）」が 43.4％と続いています。 

 

 

 

  

63.0

16.1

38.1

37.7

2.9

5.7

3.1

0.3

0.3

11.1

8.3

68.7

17.1

43.4

14.2

1.9

8.3

2.1

0.5

0.9

17.0

16.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

放課後児童クラブ（学童保育）

児童館

学校内で行う放課後学習などのイベント

放課後等デイサービス

ファミリー・サポート・センター

子ども食堂などの子どもの居場所

その他（公民館・公園など）

無回答

１～３年生のとき(n=578)

４～６年生のとき(n=578)
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（５）こどもや⼦育てに対する意識 〈就学前児童・⼩学⽣〉 

①⼦育てについて感じること 
就学前児童の保護者では、「楽しい」が 53.3％と最も高く、「とても楽しい」が 33.8％と続

いています。小学生の保護者では、「楽しい」が 56.4％と最も高く、「とても楽しい」が 25.8％

と続いています。 

就学前児童の保護者の方が、小学生の保護者よりも子育てを楽しく感じる割合が多いこと

がわかります。 

 

②⼦育てについて負担に感じること 
就学前児童の保護者では、「ある程度感じている」が 40.8％と最も高く、「あまり感じてい

ない」が 26.1％と続いています。小学生の保護者では、「ある程度感じている」が 34.8％と

最も高く、「あまり感じていない」が 30.8％と続いています。 

就学前児童の保護者の方が、小学生の保護者よりも負担に感じる割合が多いことがわかり

ます。 

 

33.8

25.8

53.3

56.4

2.6

3.5

0.7

1.0

9.3

13.0

0.3

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童(n=1,107)

小学生(n=578)

とても楽しい 楽しい あまり楽しくない

楽しくない どちらともいえない 無回答

7.1

7.1

26.1

30.8

18.2

20.4

40.8

34.8

7.1

6.7

0.5

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童(n=1,107)

小学生(n=578)

まったく感じていない あまり感じていない どちらともいえない

ある程度感じている とても感じている 無回答
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③⼦育ての悩みについて 
就学前児童の保護者では、「子どもの教育やしつけ」が 65.9％と最も高く、「子育てにかか

る出費」が 57.2％、「食事や栄養」が 46.7％と続いています。 

小学生の保護者では、「子どもの教育やしつけ」が 64.7％と最も高く、「子育てにかかる出

費」が 59.2％、「食事や栄養」が 31.0％と続いています。 

 

 

36.9

20.1

46.7

65.9

57.2

12.9

7.9

26.9

13.8

13.6

29.0

30.3

29.7

10.7

19.6

4.6

11.7

3.2

1.4

19.6

4.3

4.2

0.7

20.1

14.2

31.0

64.7

59.2

11.4

5.7

20.6

10.0

15.7

23.0

17.3

12.3

3.5

11.6

3.6

11.2

3.6

3.8

20.8

4.3

6.4

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

病気や発育

発達（障がいのこと）

食事や栄養

子どもの教育やしつけ

子育てにかかる出費

配偶者・パートナーの協力が少ない

話し相手や相談相手、協力者がいない

子どもが急な病気や怪我のとき、頼れる親族が近くに

いない

泊まりで子どもを預けられる場所が少ない

子どもと接する時間が短い

イライラして子どもに当たってしまう、又は当たって

しまう恐れがある

仕事や自分のやりたいことができない

家事が思うようにできない

社会から取り残されている気がしたり、孤独を感じる

気晴らしできる場所や機会がない

精神的につらくて、育児や家事等ができなくなって

しまう、又はできなくなってしまう恐れがある

保護者同士の交流・つきあいが難しい

自分の持病（障がいを含む）のこと

介護が必要な親等の世話に負担を感じる

家計が厳しい

その他

特に悩みや不安に感じることはない

無回答

就学前児童(n=1,107)

小学生(n=578)
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（６）理想のこどもの⼈数より現実的に⼦育てが可能なこどもの⼈数が少ない⽅
の理由 〈就学前児童・⼩学⽣〉 

理想の人数より可能な人数が少ない理由は、就学前児童の保護者・小学生の保護者のいず

れも「子育てにかかる費用が大変なため」が最も高くなっています。 

 

▼就学前児童 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼小学生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

57.3

21.5

38.6

28.2

5.9

4.8

21.2

80.4

27.5

6.9

0.9

56.2

14.1

34.2

36.5

9.4

10.7

78.4

19.3

9.9

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

仕事と子育ての両立が難しいため

自分たちの自由な時間を確保したいため

子育ての心理的、肉体的負担を軽減するため

子どもがほしいが、年齢的に難しいため

自分（配偶者）の健康上の理由

末子が自分の定年までに成人しないため

子育てに協力してくれる人や環境がないため

子育てにかかる費用が大変なため

子育てに必要な住宅（間取りなど）の確保が難しいため

その他

無回答
今回(R6)調査(n=581)

前回(R1)調査(n=745)

47.2

15.6

30.6

42.4

8.0

10.4

21.2

77.1

20.1

3.8

0.7

50.4

13.6

28.2

46.4

5.0

12.1

70.4

13.2

11.8

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

仕事と子育ての両立が難しいため

自分たちの自由な時間を確保したいため

子育ての心理的、肉体的負担を軽減するため

子どもがほしいが、年齢的に難しいため

自分（配偶者）の健康上の理由

末子が自分の定年までに成人しないため

子育てに協力してくれる人や環境がないため

子育てにかかる費用が大変なため

子育てに必要な住宅（間取りなど）の確保が難しいため

その他

無回答

今回(R6)調査(n=288)

前回(R1)調査(n=280)

※「子育てに協力してくれる人や環境がないため」は、前回調査の項目にない。 
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（７）三島市の⼦育て環境や⼦育て⽀援 〈就学前児童・⼩学⽣〉 

①三島市は⼦育てしやすい環境だと思うか 
就学前児童の保護者では「どちらかというと思う」が 65.8％と最も高く、「とても思う」が

15.0％と続いています。 

小学生の保護者では、「どちらかというと思う」が 67.3％と最も高く、「とても思う」が

13.7％と続いています。 

 

▼就学前児童 

 

 

▼小学生 

 

 

 

  

15.0

20.6

65.8

62.8

12.8

12.7

5.6

2.9

0.8

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回(R6)調査(n=1,107)

前回(R1)調査(n=1,608)

とても思う どちらかというと思う

どちらかというと思わない あまり思わない

無回答

13.7

19.0

67.3

64.5

11.4

11.3

6.9

3.8

0.7

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回(R6)調査(n=578)

前回(R1)調査(n=609)

とても思う どちらかというと思う

どちらかというと思わない あまり思わない

無回答
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②現在の三島市での⼦育て環境について、感じていること 
就学前児童の保護者・小学生の保護者のいずれも、＜④子どもの医療を受けやすい体制が

整っている＞で「どちらかというと思う」の割合が最も高くなっています。一方、小学生の

保護者では、＜⑩子育て家庭への経済的支援が整っている＞で「あまり思わない」の割合が

26.5％と、相対的に高くなっています。 

 

▼就学前児童 

 

▼小学生 

 

(n=1,107)

8.9

5.7

8.9

30.2

9.8

5.6

5.0

17.4

8.3

3.8

6.7

40.3

48.7

52.8

56.7

65.3

42.2

36.1

60.7

35.8

32.6

55.4

28.5

32.6

27.3

10.3

19.3

34.8

37.7

15.4

34.3

36.0

26.9

22.0

12.3

10.0
2.3

4.4

16.6

20.1

5.8

21.0

26.8

10.2

0.2

0.7

1.0

0.5

1.2

0.8

1.2

0.6

0.5

0.7

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①公園・広場などが整備されている

②子育て支援事業が充実している

③子育てを支援する教育・保育施設が整っている

④子どもの医療を受けやすい体制が整っている

⑤地域の教育環境が整っている

⑥子育てに協力・支援してくれる地域のつながりがある

⑦子育てと仕事の両立を支援する環境が整っている

⑧子どもにとって安心・安全な環境が整っている

⑨道路・交通機関等が整備されている

⑩子育て家庭への経済的支援が整っている

⑪子育ての相談体制が整っている

とても思う どちらかというと思う どちらかというと思わない

あまり思わない 無回答

(n=578)

6.2
2.6

3.5

25.4

10.0
4.0

1.4

10.6

5.2
1.4

2.8

40.3

46.0

52.6

56.6

62.5

46.7

38.4

65.9

40.1

33.4

50.2

32.0

36.5

32.0

11.6

18.9

34.1

38.1

17.0

36.2

37.4

32.2

20.9

14.5

11.4

5.7

8.0

14.5

20.8

5.9

18.0

26.5

13.1

0.5

0.3

0.5

0.7

0.7

0.7

1.4

0.7

0.5

1.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①公園・広場などが整備されている

②子育て支援事業が充実している

③子育てを支援する教育・保育施設が整っている

④子どもの医療を受けやすい体制が整っている

⑤地域の教育環境が整っている

⑥子育てに協力・支援してくれる地域のつながりがある

⑦子育てと仕事の両立を支援する環境が整っている

⑧子どもにとって安心・安全な環境が整っている

⑨道路・交通機関等が整備されている

⑩子育て家庭への経済的支援が整っている

⑪子育ての相談体制が整っている

とても思う どちらかというと思う どちらかというと思わない

あまり思わない 無回答
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③三島市の⼦育て⽀援について期待すること 
就学前児童の保護者・小学生の保護者のいずれも、「子どもがのびのび遊べる公園・広場な

どの整備」が最も高く、「子育て家庭への経済的支援の充実」と続いています。 

 

 

  

81.2

34.4

47.5

40.4

38.5

25.8

43.1

52.8

57.2

69.0

19.2

4.5

0.7

0.2

68.7

30.6

35.1

36.0

43.3

21.8

38.4

51.9

48.4

59.3

13.0

5.0

1.6

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

子どもがのびのび遊べる公園・広場などの整備

子育てを支援する教室や事業の充実

子育てを支援する教育・保育施設の整備

子どもの健診や医療を受けやすい体制の整備

学校等の地域の教育環境の整備

子育てに協力・支援してくれる、地域のつながりの強化

教育・保育事業や職場の支援など、子育てと

仕事の両立を支援する環境の整備

治安がよいなど、子どもにとって

安心・安全な環境の整備

親子連れでも外出しやすい道路・交通機関等の整備

子育て家庭への経済的支援の充実

子育ての相談体制の整備

その他

特にない

無回答

就学前児童(n=1,107)

小学生(n=578)
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（８）⼦育てに必要な情報の⼊⼿について〈就学前児童・⼩学⽣〉 
就学前児童の保護者・小学生の保護者のいずれも、「市の広報」が最も高く、「友人・知人」、

「幼稚園、保育所（園）、認定こども園、小学校」と続いています。 

 

 

68.9

19.3

20.4

60.5

12.9

49.4

3.1

59.2

14.6

1.2

1.1

0.4

74.2

8.8

22.7

61.1

14.2

37.0

1.2

51.0

10.0

0.9

1.4

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

市の広報

子育て雑誌・育児書

テレビ、ラジオ、新聞

友人・知人

隣近所・地域の人

市以外のインターネット上の情報

子育てサークルの仲間

幼稚園、保育所（園）、認定こども園、小学校

医療機関

情報の入手先がない

情報の入手手段がわからない

無回答

就学前児童(n=1,107)

小学生(n=578)
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（９）⾃由回答分析 
▼就学前児童の保護者 

〈AI 分析〉 

 

※円の大きさは回答数を表している。 

※「ご意見・ご要望」の自由回答欄のため、改善要求（意見あり）が多くなる傾向にある。 

 

〈主な意見〉 

・こどもがのびのびと遊べる公園を増やしてほしい 

・乳幼児健診は昼間の時間を避けるべき 

・子育て支援センターの駐車場を無料にしてほしい 

・給食費を無償化してほしい 

・18 歳まで医療費が無料なのは大変助かっている 

・希望の保育園・幼稚園に入れるようにしてほしい 

・未就園児の一時預かりを充実してほしい 

・待機児童をなくしてほしい 

・図書館の蔵書数、種類を増やしてほしい 

・歩道が整備されていない・狭いためベビーカーを押して歩くのが困難 

・未就学児が集まる「子どもは地域の宝事業」は手厚い歓迎や交流があってとてもよい 
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▼小学生の保護者 

〈AI 分析（全体）〉 

 

※円の大きさは回答数を表している。 

※「ご意見・ご要望」の自由回答欄のため、改善要求（意見あり）が多くなる傾向にある。 

 

〈主な意見〉 

○長伏プールがなくなって残念、こどもの遊び場を増やしてほしい 

○ボール遊びなど、気軽にスポーツができる場所・公園をつくってほしい 

○広くてきれいなこどもが遊べる施設がほしい 

○給食費を無償化してほしい 

○学費を補助してほしい 

○通学路が狭い・危険なため、安全に整備してほしい 

○教育の質の向上・教育環境の充実を図ってほしい 

○図書館の蔵書数、種類を増やしてほしい 

○放課後児童クラブに入る条件が厳し過ぎる 

○駐車場が少ない 

〇18 歳まで医療費が無料なのは大変助かっている 
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男性(632)

40.3%女性(931)

59.4%

その他(5) 0.3%

【性別】

12

85

216

286

351

322

242

54

0人 200人 400人

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代以上

【年代】

４ こども・子育てとウェルビーイング 

こども施策に関する基本的な方針や重要事項を定める「こども大綱」が令和５年 12 月に策

定され、すべてのこども・若者が身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウ

ェルビーイング）で生活を送ることができる「こどもまんなか社会」を目指すこととされま

した。 

さらに、こども大綱と同時期に策定された「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビ

ジョン」では、こどもの誕生前から幼児期までの「はじめの 100 か月」を人の生涯にわたる

ウェルビーイングの基盤となる最も重要な時期と位置づけています。 

また、令和５年６月に策定された、今後の教育政策に関する基本的な方針である「第４期

教育振興基本計画」においても、「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」が掲げられ、

多様な個人それぞれが幸せや生きがいを感じるとともに、地域や社会が幸せや豊かさを感じ

られるものとなるよう、教育を通じてウェルビーイングを向上させること等が示されたとこ

ろです。 

本市におきましては、日本一幸せに暮らせる都市を目指して令和５年 12 月に三島商工会議

所、三島市自治会連合会、三島市の３者で、地域全体でウェルビーイングに取り組む「めざ

せ！ウェルビーイング宣言」を行いました。また、より暮らしやすく、幸福感の高い地域づ

くりを目指していくため、地域幸福度（ウェルビーイング）調査を実施しています。 

 

■三島市 2023 年度版(令和 5 年度版) ウェルビーイング個別調査 

日々の生活（環境や人間関係）や、感じていることなどについて、客観指標（統計データ）

と主観指標（個人の意見）のデータを活用し、「暮らしやすさ」と「幸福感（ウェルビーイン

グ）」を指標で数値化・可視化するための調査です。本調査は、主観指標データの基礎となる

ものです。 

実施期間：令和５年 10 月 13 日～12 月 17 日 

実施方法：WEB アンケート 

対象者 ：一般市民 

回答数 :1,568 人 

   （内訳） 
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「三島市民のウェルビーイングの要因分析」 

カテゴリー・ 
評価指標 

主観 
データ 

客観 
データ 

医療・福祉 45.9 52.8 
買物・飲⾷ 41.3 50.9 
住宅環境 64.8 51.1 
移動・交通 45.6 51.4 
遊び・娯楽 34.5 50.8 
⼦育て 54.7 50.1 
初等・中等教育 56.9 47.4 
地域⾏政 47.8 55.2 
デジタル⽣活 51.5 50.3 
公共空間 65.7 51.3 
都市景観 62.8 56.8 
事故・犯罪 44.4 44.8 
⾃然景観 75 68.2 
⾃然の恵み 71.8 55.1 
環境共⽣ 61.9 48.9 
⾃然災害 63.6 50.3 
地域とのつながり 78.7 51.5 
多様性と寛容性 44.4 43.6 
⾃⼰効⼒感 80.0 54.0 
健康状態 80.0 53.4 
⽂化・芸術 80.0 50.3 
教育機会の豊かさ 50.9 49.1 
雇⽤・所得 37.3 44.6 
事業創造 39.4 48.7 

 

 

「子育て」について、主観指標データ 

 ① 私の暮らしている地域では、子育て支援が手厚い     偏差値 51.0 

 ② 私の暮らしている地域では、こどもがいきいきと暮らせる 偏差値 58.5 

 

「子育て」についての客観指標データ 

 ①保育所への距離 1 ㎞の住宅割合   偏差値 42.3 

 ②可住地面積あたり幼稚園数     偏差値 48.9 

 ③一施設あたり幼稚園児数      偏差値 59.7 

 ④人口あたり待機児童数       偏差値 51.9 

 ⑤歳出総額の教育費割合       偏差値 45.7 

 ⑥合計特殊出生率          偏差値 52.2 
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５ 第２期子ども・子育て支援事業計画の進捗状況 

（１）幼児期の教育・保育 
教育・保育の支給認定区分の状況について、令和６年度の１号認定の実績値は、第１期計

画の量の見込みに対して、ほぼ同等となっています。 

２号認定の実績値は、量の見込みに対して 8.6％上回っており、３～５歳児保育の需要が

見込みよりも拡大している状況が見られます。 

３号認定（０歳）の実績値は、見込みを 30％以上上回っており、また、３号認定（１・２

歳）も見込みを 20％以上上回っていることから、０～２歳児保育の需要が見込みよりも拡大

している状況が見られます。 

▼幼児期の教育・保育の状況（単位：人） 

認定区分 

令和２年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値 

申込み数

（Ｂ） 

（Ｂ／Ａ） 

１号認定（３～５歳） 1,244 1,302 104.7% 

２号認定（３～５歳） 1,217 1,215 99.8% 

３号認定（０歳） 271 283 104.4% 

３号認定（１・２歳） 728 827 113.6% 

３号認定の保育利用率

（対０～２歳人口比） 
48.0% 51.4% 107.1% 

    

認定区分 

令和３年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値 

申込み数

（Ｂ） 

（Ｂ／Ａ） 

１号認定（３～５歳） 1,197 1,221 102.0% 

２号認定（３～５歳） 1,177 1,206 102.5% 

３号認定（０歳） 262 297 113.4% 

３号認定（１・２歳） 714 758 106.2% 

３号認定の保育利用率

（対０～２歳人口比） 
48.0% 50.3% 104.8% 
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認定区分 

令和４年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値 

申込み数

（Ｂ） 

（Ｂ／Ａ） 

１号認定（３～５歳） 1,141 1,167 102.3% 

２号認定（３～５歳） 1,128 1,152 102.1% 

３号認定（０歳） 251 301 119.9% 

３号認定（１・２歳） 687 776 113.0% 

３号認定の保育利用率

（対０～２歳人口比） 
48.0% 53.2% 110.8% 

    

認定区分 

令和５年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値 

申込み数

（Ｂ） 

（Ｂ／Ａ） 

１号認定（３～５歳） 1,090 1,145 105.0% 

２号認定（３～５歳） 1,084 1,123 103.9% 

３号認定（０歳） 240 290 120.8% 

３号認定（１・２歳） 661 820 124.1% 

３号認定の保育利用率

（対０～２歳人口比） 
48.0% 59.7% 124.4% 

    

認定区分 

令和６年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値 

申込み数

（Ｂ） 

（Ｂ／Ａ） 

１号認定（３～５歳） 1,064 1,063 99.9% 

２号認定（３～５歳） 1,061 1,152 108.6% 

３号認定（０歳） 230 301 130.9% 

３号認定（１・２歳） 634 776 122.4% 

３号認定の保育利用率

（対０～２歳人口比） 
48.1% 64.1% 133.3% 

資料：担当課資料（１月１日現在） 
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（２）地域⼦ども・⼦育て⽀援事業 
地域子ども・子育て支援事業の状況について、令和５年度の実績値は、一時預かり事業や

時間外保育事業で見込みよりも需要が拡大している状況が見られます。 

一方、地域子育て支援拠点事業は、見込みの６割程度（61.0％）の利用となっており、コ

ロナ禍前の需要に戻っていない状況がうかがえます。そのほか、ファミリー・サポート・セ

ンター事業（子育て援助活動支援事業）も見込みを大きく下回る実績値となっています。 

▼地域子ども・子育て支援事業の状況 

事業名等 

令和２年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値（Ｂ） （Ｂ／Ａ） 

利用者支援事業 
実施か所数

（か所） 

基本型 1 1 100.0% 

こども家庭

センター型

（旧母子保

健型） 

1 1 100.0% 

地域子育て支援拠

点事業 
年間延利用者数（人回） 49,609 17,870 36.0% 

妊婦健康診査事業 妊娠届出数（人） 670 647 96.6% 

乳児家庭全戸訪問

事業 
年間訪問乳児数（人） 650 654 100.6% 

養育支援訪問事業 年間訪問児童数（人） 300 268 89.3% 

子育て短期支援事

業（ショートステイ） 
年間延利用者数（人日） 10 0 0.0% 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業（子育て援助活

動支援事業） 

年間延利用者数（人日）  7,765 5,211 67.1% 

一時預かり事業 

年間延利用

者数（人

日） 

①幼稚園型 40,832 37,588 92.1% 

②幼稚園型

以外 
3,630 2,163 59.6% 

時間外保育事業 年間実利用者数（人） 640 501 78.3% 

病児保育事業 年間延利用者数（人日） 1,622 445 27.4% 

放課後児童クラブ

（放課後児童健全

育成事業） 

年間実利用

者数（人） 

１年生 395 375 94.9% 

２年生 350 367 104.9% 

３年生 280 291 103.9% 

４年生 163 154 94.5% 

５年生 48 48 100% 

６年生 23 21 91.3% 

合計 1,259 1,256 99.8% 
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事業名等 

令和３年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値（Ｂ） （Ｂ／Ａ） 

利用者支援事業 
実施か所数

（か所） 

基本型 1 1 100.0% 

こども家庭

センター型

（旧母子保

健型） 

1 1 100.0% 

地域子育て支援拠

点事業 
年間延利用者数（人回） 48,418 18,713 38,6% 

妊婦健康診査事業 妊娠届出数（人） 649 615 94.8% 

乳児家庭全戸訪問

事業 
年間訪問乳児数（人） 630 644 102.2% 

養育支援訪問事業 年間訪問児童数（人） 295 209 70.8% 

子育て短期支援事

業（ショートステイ） 
年間延利用者数（人日） 10 0 0.0% 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業（子育て援助活

動支援事業） 

年間延利用者数（人日）  7,557 5,844 77.3% 

一時預かり事業 

年間延利用

者数（人

日） 

①幼稚園型 39,318 34,722 88.3% 

②幼稚園型

以外 
3,517 2,105 59.9% 

時間外保育事業 年間実利用者数（人） 622 594 95.5% 

病児保育事業 年間延利用者数（人日） 1,572 881 56.0% 

放課後児童クラブ

（放課後児童健全

育成事業） 

年間実利用

者数（人） 

１年生 400 377 94.3% 

２年生 360 351 97.5% 

３年生 290 292 100.7% 

４年生 166 127 76.5% 

５年生 50 37 74.0% 

６年生 23 7 30.4% 

合計 1,289 1,191 92.4% 
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事業名等 

令和４年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値（Ｂ） （Ｂ／Ａ） 

利用者支援事業 
実施か所数

（か所） 

基本型 1 1 100.0% 

こども家庭

センター型

（旧母子保

健型） 

1 1 100.0% 

地域子育て支援拠

点事業 
年間延利用者数（人回） 46,559 23,511 50.5% 

妊婦健康診査事業 妊娠届出数（人） 628 565 90.0% 

乳児家庭全戸訪問

事業 
年間訪問乳児数（人） 610 554 90.8% 

養育支援訪問事業 年間訪問児童数（人） 290 223 76.9% 

子育て短期支援事

業（ショートステイ） 
年間延利用者数（人日） 10 0 0.0% 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業（子育て援助活

動支援事業） 

年間延利用者数（人日）  7,300 5,647  77.4% 

一時預かり事業 

年間延利用

者数（人

日） 

①幼稚園型 37,505 55,487 147.9% 

②幼稚園型

以外 
3,367 2,344 69.6% 

時間外保育事業 年間実利用者数（人） 597 623 104.4% 

病児保育事業 年間延利用者数（人日） 1,518 1,134 74.7% 

放課後児童クラブ

（放課後児童健全

育成事業） 

年間実利用

者数（人） 

１年生 400 369 92.3% 

２年生 370 365 98.6% 

３年生 300 302 100.7% 

４年生 169 134 79.3% 

５年生 52 35 67.3% 

６年生 23 20 87.0% 

合計 1,314 1,225 93.2% 
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事業名等 

令和５年度 対計画比 

第２期計画 

量の見込み等

（Ａ） 

実績値（Ｂ） （Ｂ／Ａ） 

利用者支援事業 
実施か所数

（か所） 

基本型 1 1 100.0% 

こども家庭

センター型

（旧母子保

健型） 

1 1 100.0% 

地域子育て支援拠

点事業 
年間延利用者数（人回） 44,748 27,306 61.0% 

妊婦健康診査事業 妊娠届出数（人） 597 521 87.3% 

乳児家庭全戸訪問

事業 
年間訪問乳児数（人） 580 561 96.7% 

養育支援訪問事業 年間訪問児童数（人） 285 222 77.9% 

子育て短期支援事

業（ショートステイ） 
年間延利用者数（人日） 10 0 0.0% 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業（子育て援助活

動支援事業） 

年間延利用者数（人日）  7,065 5,563 78.7% 

一時預かり事業 

年間延利用

者数（人

日） 

①幼稚園型 35,859 56,802 158.4% 

②幼稚園型

以外 
3,227 3,046 94.4% 

時間外保育事業 年間実利用者数（人） 574 590 102.8% 

病児保育事業 年間延利用者数（人日） 1,467 1,690 115.2% 

放課後児童クラブ

（放課後児童健全

育成事業） 

年間実利用

者数（人） 

１年生 400 372 93.0% 

２年生 380 348 91.6% 

３年生 310 293 94.5% 

４年生 175 180 102.9% 

５年生 58 51 87.9% 

６年生 29 16 55.2% 

合計 1,352 1,260 93.2% 

資料：担当課資料 
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６ 三島市のこども・子育て支援の課題 

統計数値やアンケートの調査結果から、三島市のこども・子育て支援施策の充実に向けて、

以下の課題が考えられます。 

 

（１）就業構造の変化等に基づく教育・保育ニーズへの対応 
 本市では、20 歳代後半から 40 歳代前半のいわゆる出産・子育て期の女性における就業率

の上昇が見られるとともに、女性の就業率はほとんどの年齢区分で全国よりも高い水準と

なっています。 

 子ども・子育てに関するアンケート調査結果（以下、「アンケート調査結果」という。）を

見ると、母親の「フルタイム」勤務の割合が前回(R1)調査よりも増加し、就業率が上昇し

ています。 

 フルタイム勤務へのシフトにより、保育ニーズの拡大が予想されますが、「幼稚園」、「幼稚

園の預かり保育」、「認定こども園」、「企業主導型保育事業所」は、利用状況（現状）と利

用意向（希望）のギャップが前回(R1)調査より減少しており、希望どおりに利用できてい

る人が増えていることも考えられます。 

 幼稚園と保育所の特長を併せ持つ「認定こども園」は、希望割合が前回(R1)調査よりも 8.2

ポイント増加しており、幼児期における教育と保育の両方を求める保護者のニーズに対応

していく必要があります。 

 増加する障がいのあるこどもや医療的ケア児、外国につながるこどもへの配慮や対応など、

多様化する教育・保育ニーズへの対応が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主に取り組むべき方向 

 幼児期の質の⾼い教育・保育の充実 
 障がいのあるこどもに対する施策の推進 
 外国につながるこどもへの⽀援 
 仕事と⼦育ての両⽴⽀援 
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（２）多様なニーズに応える⼦育て⽀援事業等の充実 
 アンケート調査結果を見ると、地域の子育て支援事業の満足度について、「子どもの一時預

かり保育」と「図書館」は、就学前児童の保護者において、前回(R1)調査と同様に 4.1 点

以上と高くなっています。 

 今回新たに調査した「子どもは地域の宝事業」は 4.3 点、「民間が実施している子ども食堂

など子どもの居場所活動」は 4.1 点と高くなっており、今後も市独自の事業展開や民間団

体の活動への支援を通じて、充実したサービスを提供し続けることが重要です。 

 子育てを「楽しい」と感じている割合（「とても楽しい」と「楽しい」の割合）は、就学前

児童の保護者・小学生の保護者いずれにおいても 80％を超えているものの、「負担」と感

じている割合（「ある程度感じている」と「とても感じている」の割合）は、就学前児童の

保護者で 47.9％、小学生の保護者で 41.5％となっています。 

 令和８年度からは全国すべての自治体で「乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）」

が開始される予定となっています。当事業や一時預かり事業など、就労の有無に関わらず、

こどもや子育て家庭を支援するきめ細かな取り組みを充実していくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主に取り組むべき方向 

 幼児期の質の⾼い教育・保育の充実 
 ⺟⼦保健対策と医療体制の充実 
 こどもの発達⽀援施策の充実 
 社会的養育が必要なこどもへの⽀援 
 ヤングケアラーへの⽀援 
 ⼦育て⽀援の推進 
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（３）⽣活に困難を抱えるこどもと家庭への⽀援 
 アンケート調査結果を見ると、三島市の子育て環境や子育て支援について、「子育てと仕事

の両立を支援する環境が整っている」、「子育て家庭への経済的支援が整っている」と思わ

ない割合（「どちらかというと思わない」と「あまり思わない」の割合）が就学前児童の保

護者・小学生の保護者のいずれも約 60％となっています。 

 子どもの生活実態調査結果によると、生活困窮度合における困窮層の保護者票の割合は小

学５年生で 4.8％、中学２年生で 4.4％と１割を下回っています。決して高い割合ではない

ものの、支援を必要とする生活困難世帯とそのこどもは存在しています。 

 関係団体等からは、近年、こども食堂や食品・生活必需品の配布イベント等への参加が増

えているとの意見もあります。 

 学習面においては、困窮層の家庭では親がこどもの勉強を見る機会が少なく、家庭学習の

機会が十分に保たれていないことが懸念されます。また、学習塾や習い事をしていない場

合も多く、こどもの学力や学習意欲の低下にも影響していることが示唆されます。 

 本市では、18 歳未満のこどものいる世帯のうち、ひとり親世帯の割合が上昇しており、一

般的にひとり親世帯は貧困率の高さが指摘されています。 

 ひとり親世帯をはじめ、生活に困難を抱えるこどもと家庭に対して、こどもたちに平等な

学びの機会を提供する環境の整備を進めるとともに、経済的な支援、保護者の就労支援等

の充実を図ることが課題です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※生活困窮度合における「困窮層」について 

子どもの生活実態調査結果では、世帯の所得状況、こどもの体験や所有

物の状況、家計のひっ迫状況などの要素から生活困窮度合を算出し、こど

ものいる世帯における生活困難層（困窮層）を整理しています。 

主に取り組むべき方向 

 ⽣活に困難を抱えるこどもとその家族への⽀援 
⽣活の安定・養育環境の⽀援 
教育・学習環境の⽀援 
進学や⽣活への経済的⽀援 

 ひとり親家庭の⾃⽴⽀援の推進 
 経済的な⽀援の充実 
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（４）相談⽀援や情報提供の体制の強化 
 アンケート調査結果を見ると、子育ての悩みについて、就学前児童の保護者・小学生の保

護者のいずれも、「子どもの教育やしつけ」が約 65％、「子育てにかかる出費」が約 60％、

「食事や栄養」が就学前児童の保護者で 46.7％、小学生の保護者で 31.0％の順に高くなっ

ており、子育てを楽しいと感じている人も負担を感じたり、悩みを抱えたりしていること

がうかがえます。 

 就学前児童の保護者では、子育ての悩みについて「病気や発育」が 36.9％と比較的高く、

「発達（障がいのこと）」も 20.1％となっており、こどもの成長・発達についての悩みを

抱えていることがうかがえます。 

 今後も子育ての悩みや困りごとを抱える保護者に対して、出産期から子育て期まで切れ目

なく、かつ、発育や発達から教育・しつけまで幅広い悩み等に対応し、虐待の予防ととも

に、ヤングケアラーなど困難を抱えるこどもへの支援に向けて、気軽に相談することがで

きる環境を含めた相談支援体制の強化が求められます。 

 子育てに必要な情報の入手先については、「市の広報」が就学前児童の保護者・小学生の保

護者のいずれにおいても約 70％、「幼稚園、保育所（園）、認定こども園、小学校」が 50％

以上となっており、重要かつ有効な情報発信手段であることがうかがえます。 

 関係団体等からは、父子家庭からの相談の増加とともに、父親がどこに相談をすればよい

のかわからず、支援につながりにくいケースがあることも指摘されています。 

 誰もが情報を必要とするときに的確に入手することができるよう、引き続き情報提供の方

法の検討や周知、相談体制の充実に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

  

主に取り組むべき方向 

 ⼦育てに関する情報提供・相談体制の充実 
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（５）こどもの安全・安⼼な居場所づくり 
 アンケート調査結果を見ると、小学生の放課後の過ごし方の意向として、１～３年生では

「放課後児童クラブ（学童保育）」を 37.7％の保護者があげています。母親のフルタイム

勤務の割合の上昇に伴うニーズの拡大傾向を踏まえると、民間の放課後児童クラブと連携

を図りつつ、放課後の安全・安心な居場所づくりを進める必要があります。 

 三島市の子育て支援に期待することについては、「子どもがのびのび遊べる公園・広場など

の整備」が就学前児童の保護者で 81.2％、小学生の保護者で 68.7％といずれも最も高くな

っています。 

 子どもの生活実態調査結果によると、頼れる相手や心おきなく相談できる相手がいるかと

いう質問について、「いる」と答えた保護者は小学５年生、中学２年生ともに困窮層が一般

層より 20 ポイント以上下回っています。また、「いないのでほしい」と答えた小学５年生

の保護者は、困窮層が一般層より 15 ポイント以上上回っています。 

 今後も、放課後児童クラブ、学校以外の居場所、地域の遊び場など、こどもの成長につな

がる安全・安心な居場所づくりについて、こどもや保護者のニーズを反映しながら、さら

に充実を図ることが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主に取り組むべき方向 

 こどもの居場所づくりの推進 
 地域の遊び場・交流の場の充実 
 こどもの安全を確保する環境の整備 
 児童虐待防⽌対策の推進 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

 

子も親も ともに育つ  

笑顔あふれる 三島大家族 
 

 こどもは、それぞれの成長のステージで、親、家族、地域、学校、行政、企業などに見守

られながら育っていきます。三島で暮らすこどもたちが心身ともに健やかに育つには、ま

ず、その命が守られなければなりません。そのためには、私たちが一丸となって、全身全

霊を傾けて守っていく必要があります。 

 私たちは、こどもの命だけでなく、こどもの個性も保障しなければなりません。こどもの

人生は、そのこども固有のものであり、こどもの数だけ生き方があります。こどもたちの

多様性を認め、様々な性格のこどもや障がいのあるこども、外国籍のこどもなど、多様な

三島のこどもたちを連携して支援し、見守っていかなければなりません。 

 子育ては、親にとってとても大事な“仕事"です。同時に、ほかに比べようのない喜びや感

動を実感できる尊い“仕事”です。でも、最初から完璧な親はいません。試行錯誤を重ね、

不安いっぱいで懸命に子育てに努めます。こどもに注ぐ純粋な愛情は、仕事をもつ親も、

もたない親も同じです。私たちは、そのような親を応援し、こどもとともに成長できるよ

う支援していくことが大切です。 

 私たちに見守られ、支えられながら育ったこどもたちは、必ずや、ふるさと三島を誇りに

感じる大人になると信じます。そのような大人にひとりでも多くのこどもが育つよう、私

たちが１つの大きな家族となり、笑顔をもって、三島に生きるこどもと親たちの育ちを支

えることが必要となっています。 

 それにより、こどもと親のウェルビーイング（身体的、精神的、社会的に良好で満たされ

た状態＝幸せ）を高め、幸せに暮らせる都市を三島は目指します。 
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２ 基本目標と施策方向 

本計画は、基本理念の実現を目指し、次のような基本目標と施策方向を定めます。 

 

基本目標 1 

安心してこどもを産み・育てられる環境を整えます 

 安心してこどもを産み育てることができるよう、妊娠・出産から子育て期ま

で、こどもの発育や成長段階に応じた支援が切れ目なく提供される仕組みを

充実します。 

施策方向 1-1 母子保健対策と医療体制の充実 

1-2 幼児期の質の高い教育・保育の充実 

1-3 こどもの居場所づくりの推進 

1-4 子育てに関する情報提供・相談体制の充実 

1-5 仕事と子育ての両立支援 

1-6 経済的な支援の充実 

1-7 ひとり親家庭の自立支援の推進 

 

基本目標 2 

すべてのこどもの希望ある未来づくりを支援します 

 未来の社会を創り、担う存在であるすべてのこどもが大切にされ、健やかに成

長できる社会の実現を目指します。 

施策方向 2-1 こどもの発達支援施策の充実 

2-2 障がいのあるこどもに対する施策の推進 

2-3 生活に困難を抱えるこどもとその家族への支援 

2-4 児童虐待防止対策の推進 

2-5 社会的養育が必要なこどもへの支援 

2-6 ヤングケアラーへの支援 

2-7 外国につながるこどもへの支援 
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基本目標 3 

地域の力で子育てを支援します 

 地域における子育て支援のネットワークづくりなどを通じて、すべての家庭

が安心して子育てができるよう、地域全体で子育て家庭を支援します。 

施策方向 3-1 子育て支援の推進 

3-2 地域の遊び場・交流の場の充実 

3-3 こどもの安全を確保する環境の整備 
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３ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ すべての 

こどもの希望ある 

未来づくりを 

支援します 

１ 安心して 

こどもを産み・ 

育てられる環境を 

整えます 

３ 地域の力で 

子育てを 

支援します 

子
も
親
も 

と
も
に
育
つ 

笑
顔
あ
ふ
れ
る 

三
島
大
家
族 

仕事と⼦育ての両⽴⽀援 

経済的な⽀援の充実 

こどもの居場所づくりの推進 

ひとり親家庭の⾃⽴⽀援の推進 

⼦育てに関する情報提供・相談体制の充実 

幼児期の質の⾼い教育・保育の充実 

⺟⼦保健対策と医療体制の充実 1-1 

1-2 

1-3 

1-4 

1-5 

1-6 

1-7 

こどもの安全を確保する環境の整備 

地域の遊び場・交流の場の充実 

⼦育て⽀援の推進 3-1 

3-2 

3-3 

社会的養育が必要なこどもへの⽀援 

児童虐待防⽌対策の推進 

障がいのあるこどもに対する施策の推進 

ヤングケアラーへの⽀援 

⽣活に困難を抱えるこどもとその家族への⽀援 

外国につながるこどもへの⽀援 

こどもの発達⽀援施策の充実 2-1 

2-2 

2-3 

2-4 

2-5 

2-6 

2-7 

基本目標 基本理念 施策方向 
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第４章 施策の展開 

 

 

１-１ 母子保健対策と医療体制の充実 

すべての保護者が心のゆとりをもてるよう、妊娠から出産、子育て期までをトータルにサ

ポートする体制を整え、孤立感や不安を軽減しながら、子育てを楽しみ、こどもと向き合う

ことができる環境づくりを進めます。 

 

 

 

トータルサポート体制  妊娠期・出産期・新生児期及び乳幼児期を通じて母子の健

康が確保されるよう、こどもの発育や成長段階に応じた疾

病予防・健康増進のための取り組みを行います。 

 こども家庭センターを通じて、母子保健と子育て支援の一

体的な支援に取り組みます。 

 妊娠期から切れ目なく育ちを支える「はじめの100か月の育

ちのビジョン」の実現に向け、各種施策を推進します。 

 妊娠を希望している夫婦の経済的負担の軽減を図るため、

不妊・不育症治療費の補助を継続します。 

 低所得世帯の妊婦の経済的負担の軽減を図るため、初回産

科受診料の一部または全額10,000円を上限に補助します。 

 男女を問わず、性や妊娠に関する正しい知識を身につけ、

健康管理を促すプレコンセプションケアの取り組みを推進

します。 

  

基本⽬標１ 
安⼼してこどもを産み・育てられる環境を整えます 

取り組み概要 
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健診や訪問支援  妊産婦健診やすべてのこどもに対する各種健診を実施し、

子育て家庭の悩みや困りごとの早期把握に努めます。里帰

りのため県外で妊産婦健診を受けた場合は、補助金を交付

します。 

 すべての出生児を対象に全戸訪問を行い、子育ての悩みな

ど子育て初期の育児不安の解消を図るとともに、身近な相

談先として地区担当保健師による継続的なサポートを実施

します。 

 多胎児や２歳までの乳幼児を２人以上養育する保護者の身

体的及び精神的負担の軽減や、こどもの健全な発達を支援

するため、保育士が希望者宅を訪問して育児のサポートを

行います。（みしまめ育児サポーター事業） 

 妊娠期や産後において、家族等の援助が受けられない人や

その家族に対して、家事や育児支援を行う訪問型サポート

事業を実施します。（子育て世帯訪問支援事業） 

 育児に孤立化する親子を対象に、保護者に寄り添い育児の

不安や悩みを支援する養育支援訪問事業を行います。 

  

産後ケア  産科医療機関等でショートステイ（宿泊）やデイケア（日帰

り）、アウトリーチ（居宅訪問）を利用して、母子のケアや

授乳指導・育児相談等が受けられる事業を行います。 

  

相談支援  産前・産後休業、育児休業期間中の保護者に対する相談支

援等に努めます。 

 妊婦やその配偶者等を対象に、面談等による情報提供や相

談支援（伴走型相談支援）を行う妊婦等包括相談支援事業

を行います。 

 出産前後の長期里帰りで三島市にいない人について、他自

治体との連携を図りながら、相談支援等の対応を検討して

いきます。 

 電子母子手帳「母子モ」やオンライン事業など母子保健の

ＤＸ化を進め、保護者の利便性向上と母子保健事業の質の

向上に努めます。 
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食育  食を通じた豊かな人間性の形成や、家族との関係づくりに

よる心身の健全育成に向けて、幼稚園・保育園・小学校での

料理教室や食育講話など、様々な分野が連携した食育の取

り組みを推進します。 

  

医療体制  関係機関との連携による小児初期救急や休日等の医療体制

を確保し、こどもとその家庭が安心して医療サービスを受

けることができる環境づくりを進めます。 
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１-２ 幼児期の質の高い教育・保育の充実 

幼児期における質の高い教育・保育を提供できる環境を整えるとともに、保護者が安心し

てこどもを預けられる保育環境を整備します。 

 

 

 

職員研修  幼稚園、保育園、認定こども園等が参加できる研修体制を

充実し、幼稚園教諭・保育士、保育教諭の専門性と資質の向

上を図ります。 

 要支援児への対応に関する研修・講座等は、公立・私立の区

別なくスキルアップが図れるよう、研修体制の充実に努め

ます。 

  

実施体制  乳幼児の保育ニーズの高まりに応じた体制を整備するとと

もに、施設の計画的な維持管理や更新を進めます。 

 専門性を有する指導主事や幼児教育アドバイザーなどの適

切な人員配置を行い、指導・教育体制の充実と安全な環境

づくりを進めます。 

 保育現場のＤＸ化を進めることで、保育士等の職場環境の

改善と保護者の利便性の向上を図るとともに、より安全な

保育環境を整備していきます。 

 すべての認定区分に対応可能な認定こども園について、地

域の実情に応じた整備が促進されるよう支援するととも

に、人材の確保に向けた保育士等の宿舎借り上げの支援な

どを継続していきます。 

 幼稚園、保育園、認定こども園と地域型保育事業所による

相互の連携を推進し、円滑な接続に努めます。 

 保護者の就労有無や理由を問わず、０歳から２歳の未就園

児が保育施設を時間単位で利用できる「こども誰でも通園

制度」に基づき、受入施設を整備していきます。 

  

家庭の教育力  幼稚園、保育園、認定こども園等による参観会・懇談会の実

施、家庭教育に関する講座・個別相談やセミナーの開催な

ど、子育てについて学ぶ機会を充実し、家庭での養育力と

教育力の向上を図ります。 

  

取り組み概要 
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幼児と児童との交流  こどもの生活や発達の連続性を踏まえ、幼児と児童との交

流活動を充実します。 

  

幼保小連携  保育士と幼稚園教諭、保育教諭、小学校教諭との合同研修、

情報交換会等の機会を設けるなど、教育・保育施設と小学

校の連携を強化します。 

 幼稚園、保育園、認定こども園、小学校の連携による「架け

橋プログラム」により、架け橋期（義務教育開始前後の５歳

児から小学校１年生の２年間）に、一人ひとりの多様性に

配慮しつつ、すべてのこどもが学びや生活の基盤を育むこ

とを目指します。 
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１-３ こどもの居場所づくりの推進 

放課後のこどもの居場所づくりをはじめ、こどもが安心して過ごすことができ、学びや体

験などを通じて、心の成長を育む場づくりを推進します。 

 

 

 

就学前児童  幼稚園や認定こども園による預かり保育、保育園による延

長保育など、通常時間外に対応した保育サービス等を充実

し、就学前児童の安全な居場所の確保に努めます。 

  

放課後児童クラブ  共働き家庭等の就学児童が放課後に安全・安心に過ごせる

居場所を確保するため、利用ニーズの把握に基づく放課後

児童クラブの整備を行います。 

 学校や地域との連携を図り、指定管理者とともに環境整備

や支援員の資質向上、適正配置に努めるなど、より児童に

最適な育成支援及び運営を行います。 

 「小１の壁」を乗り越えられるよう、指定管理者制度によ

る民間のノウハウを活用し、さらなるサービス向上に努め

ます。 

  

放課後子供教室  各小学校ですべての就学児童が放課後を安全・安心に過ご

せるよう、放課後子供教室の実現や放課後児童クラブとの

連携の可能性を探り、放課後児童対策の取り組みを継続的

かつ計画的に推進していきます。 

  

地域学校協働本部の活動  各小・中学校のコーディネーターや地域ボランティア等に

より組織された地域学校協働本部による放課後の学習支援

の充実を図ります。 

 地域全体で学校教育を支援するための地域学校協働活動を

通して、児童に対する放課後の学習支援や地域の教育力の

活性化を目指します。 

 児童生徒の放課後の居場所を確保するとともに、地域全体

でこどもたちの成長を支えるため、地域と学校がパートナ

ーとしてさらに連携・協働できる体制づくりに努めます。 

  

特別な支援が必要な児童  特別な支援が必要となる就学児童への対応について、調整

や放課後等デイサービスとの連携を図ります。 

取り組み概要 
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多様な居場所づくり  こども食堂や学習支援などのこどもの居場所づくりをはじ

め、こどもが自分で選んで行ける居場所を民間等と連携し

ながら広げていきます。 

 こどもがホッとできる場、こどもの話を聞いてくれる大人

がいる場などにもなる居場所づくりの充実を図ります。 

 保護者の育児と仕事の両立を支援するとともに、学校始業

前にこどもが安心して過ごせる場所を確保するため、こど

もの朝の居場所づくりについて、必要に応じて検討してい

きます。 

  

不登校の児童生徒への支

援 

 不登校の児童生徒などに対応するため、スクールソーシャ

ルワーカーが学校・専門機関・家庭と連携し、こどもや保護

者の支援を行います。 

 臨床心理士であるスクールカウンセラーによるこどもへの

面談を通した助言や情報提供など、相談体制の充実を図り

ます。 

 中学校において教室に入れない生徒の学習環境の充実を図

るため、中学校に校内支援室を設置し、学習支援等をする

ための指導員を配置します。 

 様々な背景をもつ不登校の児童生徒への効果的な支援の方

策を探るため、不登校対策連絡会等で他機関と連携を図り、

個に応じた支援を行います。 
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１-４ 子育てに関する情報提供・相談体制の充実 

子育て家庭が必要とする情報を多様な方法で提供するとともに、こどもの特性に応じた相

談や誰もが気軽に相談することができる体制の整備を進めます。 

 

 

 

情報提供  子育てに関する必要な情報をより容易に取得できるよう、

市の広報やホームページ、ＳＮＳ（ソーシャルネットワー

クサービス）、子育て情報誌など、様々な媒体を活用して子

育て情報を提供します。 

 こどもの居場所づくりや子育て支援に取り組むボランティ

ア団体や子育てサークルなど、市民による主体的な活動の

情報共有・情報発信を活性化するため、ＳＮＳ等や窓口で

各種団体の情報提供を行います。 

  

母子保健の各種相談  少子化や核家族化における育児の孤立化によって保護者の

ストレスが増加傾向にある中、各種相談会において地区担

当制を活かした継続的な支援を提供します。 

 こどもとその保護者の抱える悩みに寄り添い、生活におけ

る様々な困難や極度のストレスを起因とする心の健康やＳ

ＯＳ発信についての情報提供、啓発を推進します。 

  

幼児個別相談  精神発達、情緒行動上の問題、親子関係等の悩みを抱えて

いる家庭を対象に心理判定員による個別相談を実施し、支

援を必要とする幼児の早期発見に努めます。 

 幼児の健全な発達を促し、保護者の育児不安を軽減するた

め、母子保健と発達支援に関する関係部署が連携して切れ

目のない支援を行います。 

  

身近な地域での相談窓口  地域子育て支援センターで子育てについての相談や援助、

情報提供等を行うとともに、妊婦や子育て親子の交流の場

や地域の子育て支援の拠点として活用します。 

 中学校区を目安に地域子育て相談機関を設置し、すべての

子育て世帯やこどもが身近な場所で相談しやすい体制を整

備します。 

 こども家庭センターと連携し、関係機関が連携して必要な

支援につなげます。 

  

取り組み概要 
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１-５ 仕事と子育ての両立支援 

共働き家庭の増加などに対応し、子育て家庭が仕事と子育てを両立できるよう、働きやす

い環境づくりを推進します。また、いわゆる「小１の壁」への支援について、サービスの充

実を図り、保護者の不安の軽減を目指します。 

 

 

 

男女共同参画  多様な働き方や父親の子育て参加について企業の理解と協

力を求めていくとともに、ワーク・ライフ・バランスの考え

方に基づいた男女共同の家庭づくりを啓発する取り組みを

行います。 

 職場、家庭、地域など、様々な場における慣行で、性別によ

る固定的な役割分担につながるおそれのあるものについ

て、市の広報やホームページを活用しながら、広くその見

直しを呼びかけます。 

 「三島市男女共同参画プラン」に基づき、性別に関わらず

家族の皆が家事・育児・介護を担うよう、各種講座等を通じ

て意識の啓発を図るとともに、地域活動に参加できるよう

な環境づくりを進めていきます。 

  

就業支援  ライフスタイルやライフステージに応じた短時間就労や在

宅勤務、テレワークなど、多様な働き方の実現や普及促進

に向けて、関係機関と連携して事業者への周知に努めます。 

 女性の就業・再就職への支援として、相談員による相談業

務に努めるとともに、内職業務のニーズとのマッチングや、

各種講座の開催により、必要な技術の習得を目的とした学

習・訓練の機会充実を図ります。 

 各所にパンフレットを設置するなど、「パートタイム・有期

雇用労働法」の周知に努め、パートタイム労働者及び有期

雇用労働者の適正な労働条件の確保を図ります。 

 「三島市雇用対策協定」を締結した静岡労働局と連携し、

就労支援や女性の働きやすい職場環境の支援等について、

協力して取り組んでいきます。 

  

取り組み概要 
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幼児期から就学期の 

教育・保育 

 保護者が産前・産後休業、育児休業明けに希望する幼稚園、

保育園、認定こども園または地域型保育事業等が円滑に利

用できるよう、産前・産後休業、育児休業中の保護者に対す

る情報提供や相談支援等に努めるとともに、各施設及び事

業の計画的な整備を行います。 

 民間保育園や民間認定こども園における１歳児及び２歳

児、並びに認可外保育施設における３歳未満児の保育を支

援するため、県の多様な保育推進事業費補助金を活用し、

引き続き補助事業を継続していきます。 

 保護者の育児と仕事の両立を支援するとともに、学校始業

前にこどもが安心して過ごせる場所を確保するため、こど

もの朝の居場所づくりについて、必要に応じて検討してい

きます。 

（再掲） 

  

放課後児童クラブ  共働き家庭等の就学児童が放課後に安全・安心に過ごせる

居場所を確保するため、利用ニーズの把握に基づく放課後

児童クラブの整備を行います。(再掲) 

 学校や地域との連携を図り、指定管理者とともに環境整備

や支援員の資質向上、適正配置に努めるなど、より児童に

最適な育成支援及び運営を行います。(再掲) 

 「小１の壁」を乗り越えられるよう、指定管理者制度によ

る民間のノウハウを活用し、さらなるサービス向上に努め

ます。(再掲) 
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１-６ 経済的な支援の充実 

子育て家庭における生活の安定やこどもの健やかな成長のために、国の制度とともに市独

自の取り組みを実施し、経済的負担感の軽減を目指します。 

 

 

 

手当等の支給  ０歳から18歳到達後最初の３月31日までのこどもがいる家

庭を対象に、家庭等における生活の安定に寄与するととも

に、次代の社会を担うこどもの健やかな成長に資するため、

児童手当を支給します。 

 ０歳から18歳到達後最初の３月31日までのこどもを対象

に、通院医療費と入院医療費の自己負担を無料とする子ど

も医療費の助成を行います。 

 身体の発達が未熟なままで生まれ、指定養育医療機関での

入院を必要とする乳児を対象に、その治療に必要な医療費

の一部を助成します。 

 妊婦等包括相談支援事業による援助を効果的に組み合わせ

ながら、「妊婦のための支援給付」を実施し、妊娠中の経済

的支援を行います。 

  

幼児期の教育・保育の 

無償化等 

 市町村の確認を受けた幼稚園、保育園、認定こども園等に通

う３歳から５歳までのこども及び０歳から２歳までの住民

税非課税世帯かつ保育の必要性のあるこどもの保育料を無

償化します。 

 市町村の確認を受けた認可外保育施設や預かり保育施設等

についても、基準額の範囲内で利用料を無償化します。 

 多子世帯における保育料の軽減として、生計を一にしてい

るこどもの２人目は保育料を半額に、３人目以降は無料と

します。 

 ファミリー・サポート・センターの利用料について、多子世

帯への経済的負担を軽減するため、兄弟姉妹がともに利用

した場合、２人目以降を半額とします。 

  

取り組み概要 
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通学費の補助  学校の統廃合に伴い、遠距離通学となった児童生徒の通学、

また、通学環境の特殊性により通学バス等を利用して小学

校へ通学する児童生徒の通学に要する経済的負担を軽減す

るため、通学費の補助を行います。 

  

住まい  住宅に困窮する子育て世帯等の住宅の確保を図るため、市

営住宅の適切な管理・運営を進めるとともに、子育て世帯向

けの改修等の整備を進めます。また、居住支援法人との連携

を強化し、住宅セーフティネットの充実を図ります。 

 三島市への移住・定住を促進するため、市内に住宅を取得

し、県外または市外から一定の基準を満たして転入する若

い夫婦等や、市内の中古住宅を取得する若い夫婦等に補助

金を交付します。 

 住宅の耐久性及び安全性を高めること等により、子育て世

帯等の良好な居住環境の形成を図るとともに、若い夫婦等

の市への移住促進を図るため、住宅のリフォーム工事に要

する費用の一部を補助します。 
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１-７ ひとり親家庭の自立支援の推進 

相談機能を充実し、子育てに関する不安や負担の軽減を図り、孤立したり、孤独感を抱い

たりしないようサポートに努めます。 

 

 

 

相談支援  母親、父親の抱える悩みや困りごとについて、こども家庭

センターの専門職が相談支援を行います。 

 母子・父子自立支援員が自立に必要な情報提供、相談指導

等を行うとともに、職業能力の向上及び求職活動に関する

支援を行います。 

 ひとり親家庭が受けられる制度をまとめた「ひとり親サポ

ートパンフレット」を作成し、必要な手続きや支援策につ

いて周知します。 

 県の「ひとり親サポートセンター」と連携し、養育費や親子

交流等の離婚前後の悩みごとや困りごとの相談に対応して

いきます。 

  

取り組み概要 
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各種手当  父母の離婚等により、父または母と生計を同じくしていな

い児童が育成される家庭（ひとり親家庭）等に児童扶養手

当を支給します。 

 所得税非課税世帯のひとり親家庭の（医療費の）経済的負

担を軽減するため、健康保持と福祉の増進を目的としたひ

とり親家庭等医療費を助成します。 

 ひとり親家庭の生活の安定を図り、児童の健全な育成を助

長するため、母子世帯等祝金、交通遺児等扶養手当、就学給

付金などの各種手当等を支給します。 

 児童扶養手当を受給している家庭及びそれに準ずる家庭を

対象に、ファミリー・サポート・センター事業と時間外保育

事業を利用した場合の利用料の半額を助成します。 

 児童扶養手当の支給を受けているまたは支給要件と同等の

所得水準の世帯のこどもからの応募に基づき、大学等へ進

学するためのひとり親家庭就学給付金を支給します。 

 母または父が職業能力開発のための指定講座を受講した場

合に、講座修了後に受講料の一部を支給し、学び直しと就

業支援を促進します。（自立支援教育訓練給付金） 

 母または父の就職に有利で生活の安定につながる資格の取

得を支援するため、専門学校等の高等職業訓練受講期間の

うち、一定の期間について生活費の援助として給付します。

（高等職業訓練促進給付金） 

  

資金の貸付  県が実施する母子父子寡婦福祉資金貸付について、市の広

報やホームページを活用した周知を行い、資金の貸付の案

内や必要な援助指導等により、経済的自立を支援します。 
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２-１ こどもの発達支援施策の充実 

児童発達支援センター機能を有する発達支援センター「たんぽぽ」と児童発達支援事業所

「にこパル」を中心に、関係機関や事業所等と連携し、発達に不安のあるこどもとその保護

者を支援します。 

 

 

 

早期発見  妊産婦健診や乳幼児健診の実施により、病気や障がいの早

期発見と適切な育児支援、療育支援に結びつけます。 

 こどもの言葉の理解力や社会性が高まり、発達障がいの早

期発見につながることが期待される５歳児健診について、

実施に向けた体制整備に努めていきます。 

  

相談支援  発達支援センター「たんぽぽ」において、指導主事、臨床心

理士、保育士、保健師、作業療法士、言語聴覚士、社会福祉

士など各専門職がチームとなり、こどもの発達に関する不

安や関わり方についての悩みなど、発達段階に応じた対応

方法等の助言を行います。 

 幼稚園、保育園、小・中学校（特別支援学級）、特別支援学

校との連携を図りながら、適切な人員配置を行い就学相談

等に努めます。 

  

親子教室  発達支援センター「たんぽぽ」が定期的に開催する親子で

通う教室で、様々な遊びや体験を繰り返し経験することで

基本的な生活習慣を身につけ、親子の関わりを深めること

に努めます。 

 年長児を対象に開催する「ごっこ遊び」を中心とした教室

では、身近な人・もの・活動への気付きや興味を引き出し、

感情や意志を表現する力や自分から周囲に関わりをもとう

とするコミュニケーション力を育むことに努めます。 

  

基本⽬標２ 
すべてのこどもの希望ある未来づくりを⽀援します 

取り組み概要 
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発達や成長に配慮が 

必要なこどもへの支援 

 幼稚園や保育園の巡回相談、母子保健事業等との定期連絡

会議の開催、小・中学校との連携、研修や講座の開催など、

支援や配慮が必要なこどもが地域の中でいきいきと生活が

でき、親が安心して子育てできる環境づくりを進めます。 

 児童発達支援事業所「にこパル」において、小集団での活動

を通して成功体験を積み重ね、社会参加や自立に向けた「生

きる力」を身につけるよう支援していきます。 

 通常学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、自閉症等の発達障が

い（個性）をもつ児童生徒について、一人ひとりの教育的ニ

ーズを把握し、そのもてる力を高め、適切な教育や指導を

通じて必要な支援を行います。 

  

関係機関の連携  こどもを預かる保育施設や教育機関、サービス事業所では、

こどもの特性に合わせた対応が求められています。このこ

とから、関係機関との連携を進め、適切な対応につなげる

体制の整備に努めます。 

 児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所、障害

児相談支援事業所、保育所等訪問支援事業所と市による定

期的な連絡会議や、支援者向けの研修を開催し、地域の状

況や望まれている支援内容の把握、事業所相互理解や信頼

関係の構築や、事業所の支援や質を高めるように努めます。 

  

地域における 

インクルージョンの推進 

 インクルージョンの推進として、錦田こども園の立地によ

り、保育園、幼稚園、児童発達支援事業所「にこパル」、発

達支援センターの各教室のこどもたちなど、多様な人々の

個性を大切にした、交流する機会を増やします。 

 広報や会議、研修の機会を活用したインクルージョンの重

要性、取り組みの発信や周知を進めるように努めます。 
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２-２ 障がいのあるこどもに対する施策の推進 

関係機関や事業所等との連携による障害児福祉サービスの充実はもとより、地域で一緒に

暮らしていくために必要なこどもの特性への理解がより深まるよう、社会的障壁を取り除く

取り組みを推進します。 

 

 

 

相談支援、早期発見  関係機関との連携のもと、障がいのあるこどもを養育する

家庭への相談体制を充実します。 

 乳幼児期における療育を必要とするこどもの早期把握・早

期支援により、円滑に療育が受けられる体制の充実を図り

ます。 

  

障がいのある 

こどもへの支援 

 令和６年３月に策定した「三島市障害児福祉計画」の基本

方針を踏まえ、地域の保育、教育等の支援を受けることが

でき、障がいの有無に関わらず、すべてのこどもがともに

成長できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージ

ョン）を推進します。 

 障がいのあるこどもの健やかな育成を支援するとともに、

自立した生活を支えるため、児童福祉法及び障害者総合支

援法に基づいた障害児支援利用計画等及び個別支援計画を

作成し、一人ひとりに応じたケアマネジメントによるきめ

細かなサービス提供に努めます。 

 強度行動障がい等を有し、対応困難な障がい児への支援体

制については、関係機関と連携を取りながら、「三島市障が

いとくらしを支える協議会（アーチ）」、「三島市基幹相談支

援センター連携会議」等で検討し、障がい児やその家族等

の生活を地域全体で支える体制を市単独で整備していきま

す。 

 放課後児童クラブでの障がいのあるこどもの受入体制の調

整や、医療的ケア児に対する支援体制の構築に向けて、コ

ーディネーターとなるべき人材の育成に努めます。 

 小・中学校の通常学級に在籍する特別な支援を必要とする

児童生徒を支援するため、看護師、介助員を配置します。 

  

取り組み概要 
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手当等  心身に障がいのある20歳未満の児童の保護者を対象に、障

がいのある児童の福祉の増進を図るため、特別児童扶養手

当を支給します。 

 保育料無償化の対象とならない世帯において、在宅障がい

児（者）のいる世帯でかつ年収360万円未満相当世帯の生計

を一にしているこどもの一人目は、通常の保育料から1,000

円を減額した額の半額、２人目以降は無償とします。 

  

障害者差別解消の推進 

（合理的配慮の提供） 

 「障害者差別解消法」の改正により、令和６年４月から、障

がいのある人に対する必要な社会的障壁の除去を目的とし

た合理的配慮の提供に関しては、行政機関等に加え、民間

事業者にも義務化されたことを受け、市民や市内企業等に

対し、法制度の周知に努め、障がいのある人やこどもへの

理解度の向上と、障がいの特性や障がいに応じた適切な配

慮の提供に関する理解促進を図ります。 

 

 

  



 

82 

２-３ 生活に困難を抱えるこどもとその家族への支援 

すべてのこどもの現在及び将来が生まれ育った環境によって左右されることなく、夢や希

望をもって成長できる社会の実現に向けて、関係部署や関係機関が連携して、こどもの成長

を見守る仕組みを充実します。 

 

（１）⽣活の安定・養育環境の⽀援 
こどもたちが身体的・精神的に安定し、正しい生活習慣を身につけることのできるよう、

生活環境の改善を図ります。また、こどもや保護者への健診や相談等を通じて、子育て家庭

の悩みや困りごとの早期把握に努めます。 

 

 

 

相談支援体制  妊産婦やこども、子育て家庭に対する支援を一層充実させ

るため、母子保健と児童福祉の機能を一体化して整備した

こども家庭センターを中心に、すべての妊産婦、こども、子

育て家庭を対象に、切れ目のない相談支援を行います。 

 子育てコンシェルジュを配置して、子育てについての悩み

や就学前のこどもの預け先に関する保護者の相談に応じ、

それぞれのニーズに合った保育サービス等についての情報

提供・助言を行います。 

 女性相談支援員が、ＤＶや夫婦の問題、離婚相談などの様々

な問題や悩みについて相談支援等を行います。 

 こどもとの関わり方に悩んでいる保護者に、グループワー

ク等を通じて助言等を行うほか、保護者同士が情報交換で

きる場を設けるなど、必要な支援を行う事業について、実

施に向けて検討していきます。（親子関係形成支援事業） 

 こどもの貧困解消対策に関して、庁内の関係部署で構成す

る「こどもの貧困解消対策庁内検討会議」において、各部署

の取り組みの情報を定期的に共有し、支援体制の連携強化

を図ります。 

  

取り組み概要 
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食生活  家庭で眠っている食品を回収用ボックスで集め、社会福祉

協議会や支援団体等を通じて、支援を必要とする人や福祉

施設等へ届けるフードドライブを実施します。 

 食の支援が必要な家庭のこどもに対し、配食サービスを実

施するとともに、その子育て家庭が抱えている困りごとの

事情に合った支援につなげていきます。（子ども配食支援事

業） 

  

健診や育児等  妊娠期や産後において、家族等の援助が受けられない人や

その家族に対して、家事や育児支援を行う訪問型サポート

事業を実施します。（子育て世帯訪問支援事業） 

（再掲） 

 育児に孤立化する親子を対象に、保護者に寄り添い育児の

不安や悩みを支援する養育支援訪問事業を行います。 

（再掲） 

 低所得世帯の妊婦の経済的負担の軽減を図るため、初回産

科受診料の一部または全額10,000円を上限に補助します。

（再掲） 

  

居場所づくり  こども食堂や学習支援などのこどもの居場所づくりに取り

組む団体間やこども家庭センターと各団体との連携等を推

進するため、定期的に各団体とこども家庭センターとの連

絡会を開催します。 

 養育環境等に課題を抱える家庭や学校に居場所のないこど

も等に、居場所となる場を開設し、支援を包括的に提供す

る事業について、実施に向けて検討していきます。（児童育

成支援拠点事業） 

  

周囲からの支え  生活支援センターを通じて自立相談支援、住居確保給付金、

就労準備支援、一時生活支援などを実施し、その自立の促

進を図ります。 

 生活に困窮する方に対し、その困窮の程度に応じて必要な

保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障すると

ともに自立を助長します。 
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（２）教育・学習環境の⽀援 
すべてのこどもに教育の機会が均等に保障されるとともに、こども一人ひとりが夢や希望

をもつことのできる環境づくりを目指します。 

 

 

 

学校  スクールソーシャルワーカーを各学校に派遣するととも

に、ふれあい教室の指導員及び青少年相談室の相談員との

連携により、一人ひとりのこどもに対応します。 

 学校、スクールカウンセラー、こども家庭センターとも連

携し、対象の児童生徒に寄り添う適切なアセスメントを推

進します。 

  

様々な教育・学習・体験  生活困窮世帯のこどもへの学習支援を行います。また、高

校進学時の支援として、保護者への進学助言等を行います。 

（こどもの学習・生活支援事業） 

 コーディネーターや地域ボランティアの活動により、地域

学校協働本部が実施する放課後の学習支援等を行います。 

 遊びや体験活動の重要性を認識し、市・教育・保育施設、学

校、家庭、民間団体等が連携して、年齢や発達に応じた自然

体験、職業体験、文化芸術体験など、多様な体験・遊びの機

会の場を創出していきます。 

  

 

  

取り組み概要 
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（３）進学や⽣活への経済的⽀援 
すべてのこどもが経済的な理由や家庭の事情等に左右されず、希望する教育・保育、さら

に進学先に進むことができるよう、進学や生活への経済的支援に努めます。 

 

 

 

幼児期の教育・保育  保育料無償化の対象とならない世帯において、ひとり親家

庭及び在宅障がい児（者）のいる世帯かつ年収360万円未満

相当世帯の生計を一にしているこどもの一人目は、通常の

保育料から1,000円を減額した額の半額、２人目以降は無償

とします。 

 保育園等に通う３歳以上のこどものうち、年収360万円未満

相当世帯のこども及び生計を一にしている３人目以降のこ

どもにかかる副食費（給食のおかずやおやつ等の食材料費）

を免除します。 

 生活保護世帯等のこどもが特定教育・保育施設に通うにあ

たり、必要となる日用品、文房具等の購入に要する費用等

及び年収360万円未満相当世帯のこどもが私立幼稚園に通

うにあたり、園での食事の提供に要する費用（副食費に限

る）について、その費用の一部を補助します。 

  

取り組み概要 
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学校・進学  経済的理由で修学が困難な学生に対して、育英奨学金の貸

与を行い、社会に有為な人材の育成とともに、教育の機会

均等に寄与します。（三島市育英奨学金貸付事業） 

 経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の保護者

に対して、学用品や学校給食費などの経費の一部を補助し

ます。（就学援助事業） 

 遠藤顕吾氏から寄附を受けた東京瓦斯（株）等の株式配当

金を活用し、経済的に恵まれていない児童生徒を対象に学

用品費、学校給食費、進学・進級準備金などの援助を行いま

す。（遠藤奨学会交付金事業） 

 ひとり親家庭であり、児童扶養手当の支給を受けている、

または支給要件と同等の所得水準の世帯のこどもからの応

募に基づき、大学等へ進学するための給付金を支給します。 

（再掲） 

 学校の統廃合に伴い、遠距離通学となった児童生徒の通学、

また、通学環境の特殊性により通学バス等を利用して小学

校へ通学する児童生徒の通学に要する経済的負担を軽減す

るため、通学費の補助を行います。 

（再掲） 

  

住まい  住宅に困窮する子育て世帯等の住宅の確保を図るため、市

営住宅の適切な管理・運営を進めるとともに、子育て世帯

向けの改修等の整備を進めます。また、居住支援法人との

連携を強化し、住宅セーフティネットの充実を図ります。 

（再掲） 

  

就業支援  生活支援センターを通じて自立相談支援、住居確保給付金、

就労準備支援、一時生活支援などを実施し、その自立の促

進を図ります。 

 専任の就労支援員により、稼働年齢層である被保護者に対

して重点的な就労支援を実施することにより、生活保護か

らの早期脱却と経済的に安定した生活の実現を図ります。 
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２-４ 児童虐待防止対策の推進 

こどもの権利を擁護し、児童虐待の発生を予防するため、こども家庭センターを中心に相

談支援体制の充実、関係機関との連携によるネットワークの強化に努めます。 

 

 

 

こども家庭センター  妊産婦やこども、子育て家庭に対する支援を一層充実させ

るため、母子保健と児童福祉の機能を一体化して整備した

こども家庭センターを中心に、すべての妊産婦、こども、子

育て家庭を対象に、切れ目のない相談支援を行います。 

（再掲） 

 こども家庭福祉分野の専門性を身につけた職員を確保する

ため、こども家庭ソーシャルワーカーの資格取得に努めま

す。 

 母子保健と児童福祉の迅速な情報共有を図り、常に一体的

な支援が展開されるよう、業務のＤＸ化を推進します。 

  

周知・啓発  未来の社会を創り、担う存在であるすべてのこどもが大切

にされ、健やかに成長できる社会の実現が必要です。そのた

め、市の広報やホームページ等でこどもの権利を広く周知

していきます。 

 こどもの安全確保を第一に考え、体罰によらない子育てへ

の理解が広まるよう、市民や関係機関に対して継続的に周

知、啓発活動を行い、児童虐待防止の意識づけを行います。 

 体罰によらない子育てへの理解が広まるよう、11月に全国

展開される「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペー

ン」に合わせ、楽寿園の正門等をシンボルカラーであるオレ

ンジ色にライトアップするとともに、市民や関係機関に対

して啓発活動を行います。 

  

取り組み概要 
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発生予防と早期発見  こどもの健全な育成と児童虐待の発生予防・早期発見を目

的として、保健・医療・教育をはじめとした関係機関等との

連携強化により、支援を必要とするこどもや妊産婦、家庭の

早期把握に努めます。 

 保護者の不安や悩みを軽減するため、各種相談窓口や各種

事業案内等を充実させるなど、相談体制の強化を図ります。 

 母子保健や児童福祉等の関係部署との緊密な連携及び情報

共有を図るため、定期的にフォローアップ会議を開催し、適

切な支援に努めます。 

（再掲） 

  

関係機関の連携  関係機関で構成する要保護児童対策地域協議会において、

個別事例について情報共有を行い、支援内容を協議するこ

とにより、迅速・的確な対応を図ります。 

 こどもの一時保護など、児童相談所の専門性や機能を要す

る場合等において、遅滞のない相互協力を行います。また、

こどもの安全を確保する上で必要がある場合には、警察と

も連携しながら対応します。 

  

家庭支援事業の推進  子育ての負担を軽減し、子育て世帯やこどもの孤立を防ぐ

ために、令和４年改正児童福祉法により新設された子育て

世帯訪問支援事業、児童育成支援拠点事業及び親子関係形

成支援事業とともに、保護者のレスパイトケア等を目的と

した子育て短期支援事業を含めた家庭支援事業について、

計画的な事業実施体制の整備を推進します。 
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２-５ 社会的養育が必要なこどもへの支援 

様々な事情により保護者の適切な養育を受けられないこどもを、公的責任で社会的に保護

養育するとともに、養育に困難を抱える家庭への支援を行います。 

 

 

 

相談支援  こども家庭センターにおける子育てに関する総合相談窓口

を通じて、こどもや保護者、家庭の状況を把握するととも

に、関係機関と連携して適切な支援につなげていきます。 

  

具体的な支援  保護者のいない児童、保護者が何らかの理由で育てること

が困難で保護や養育が必要なこどもへの支援として、県の

児童相談所を紹介する窓口となり、里親制度の利用等につ

なげます。 

 里親の支援機関である児童家庭支援センターと連携しなが

ら、里親制度の周知に努めます。 

 子育て短期支援事業の確保に努めるとともに、児童養護施

設をはじめとする社会的養護施策を実施する各施設等との

連携を図ります。 

  

 

 

  

取り組み概要 



 

90 

２-６ ヤングケアラーへの支援 

ヤングケアラーはそれぞれが置かれている状況などが異なることから、ヤングケアラー自

身の意思を大切にしながら、ヤングケアラーやその家族に寄り添った支援を行っていきます。 

 

 

 

理解・啓発  ヤングケアラーという言葉だけでなく、その意味や背景な

どを正しく理解できるよう、市の広報やホームページ、Ｓ

ＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）など、様々な媒体

を活用しながら、広報の充実を図ります。 

 地域の人々にヤングケアラーを認知してもらえるよう、支

援者や市民等を対象とした啓発を行い、市民全体がヤング

ケアラーに関心をもち、地域全体で支えていくという意識

の醸成を図ります。 

  

相談支援  ヤングケアラーが自ら気軽に悩みなどを相談できるよう、

相談窓口の周知を図ります。 

 各学校においては、ヤングケアラーの早期発見に努めると

ともに、安心して相談できる場となるよう、情報共有や関

係機関との連携など、適切な対応ができる体制づくりを進

めます。 

 青少年とその家族が抱えている様々な悩みについて、青少

年相談室での面接相談や電話相談などを通じて、サポート

していきます。 

  

居場所づくり  こども食堂や学習支援などのこどもの居場所づくりをはじ

め、こどもが自分で選んで行ける居場所を民間等と連携し

ながら広げていきます。 

（再掲） 

 こどもがホッとできる場、こどもの話を聞いてくれる大人

がいる場などにもなる居場所づくりの充実を図ります。 

（再掲） 

  

取り組み概要 
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具体的な支援  家事や家の手伝いを頑張るこどもたちを支援するため、訪

問支援員がヤングケアラーのいる家庭を訪問し、そうじ、

洗濯、買物、介護などをお手伝いします。 

 関係機関・団体等が連携しながら、ヤングケアラーを適切

な支援へつなげていきます。 

 ヤングケアラーへの支援が包括的に行えるよう、多職種の

支援者が集い、情報共有や事例検討などを通して、つなが

りを広げていける重層的支援体制の整備を図ります。 
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２-７ 外国につながるこどもへの支援 

外国人労働者や在住外国人人口が全国的に増加しており、本市でも保育園や幼稚園、小・

中学校に外国人のこどもが見られます。該当するこどもやその保護者に対する適切な配慮や

わかりやすい案内に努めます。 

 

 

 

支援体制  海外から帰国したこどもや外国人のこども、あるいは両親

が国際結婚のこどもなど、外国につながるこどもが円滑に

教育・保育を利用できるよう、関係部局と連携して必要な

調整を行います。 

 文化多様性への理解につながる活動を行う民間団体や相談

支援窓口等との連携を図り、そのこどもや保護者の使用可

能な言語やそれぞれの事情に応じた丁寧な支援に努めま

す。 

 国際交流協会及び三島日本語サークルと連携した小・中学

校での日本語学習支援を実施し、外国人のこどもが日本の

文化や言語に馴染み、日本の生活に慣れるための支援を進

めます。 

  

 

 

 

  

取り組み概要 
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３-１ 子育て支援の推進 

市民が地域ぐるみで子育てを応援する仕組みを構築することにより、地域全体でこどもを

育てる意識を醸成し、地域の子育て力を高めます。 

 

 

 

こどもまんなか社会の推進  ようこそ三島で子育て応援サロン、みしまめ育児サポータ

ー派遣事業、みしま子育て支援フェア、あかちゃんのへや

事業、子育てコンシェルジュなど、ニーズを的確に捉えた

きめ細かな施策を積極的に展開し、地域社会全体でこども

と子育て家庭を支援する取り組みを推進します。 

 こどもを中心としたまちづくりの発想でもある「こどもま

んなか社会」の実現に向けて、こどもまんなか応援サポー

ターとして関係部署や関係機関の連携をより強化するとと

もに、その考え方を広く周知していきます。 

 地域のより良い人間関係を育み、安心して子育てができる

地域社会を構築することを目的に、こどもの誕生を地域で

祝う“お祝い会”の開催や、各種の子育て支援活動を行う自

治会・町内会に対して、小学生以下のこどもの数やお祝い

対象数に応じた経費を補助します。（子どもは地域の宝事

業） 

 未来を担うこどもの誕生を祝福し、本市で保護者が安心し

てこどもを産み、育てることができるよう支援するため出

産祝金を支給します。（みしまっ子すくすく祝金） 

  

基本⽬標３ 
地域の⼒で⼦育てを⽀援します 

取り組み概要 
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育児  １歳６か月児健診を受診したこどもを対象に、運動能力や

心の発達につながるスポーツスタートを支援します。 

 大学と連携して、幼児の体力測定と「運動遊び」を実施する

ことで、遊びながらこどもの基礎体力向上を図ります。 

 ４～５か月対象前期離乳食講習会に参加する親子を対象

に、絵本を通じて親子の絆を深めてもらうことを目的にブ

ックスタートを実施し、絵本等が入ったブックスタート・

パックをプレゼントしています。 

 ２歳児健康相談会に参加した親子を対象に絵本を1冊プレ

ゼントするセカンドブックを実施し、幼いころから絵本に

接することで、次代を担うこどもたちが心豊かに育つよう

支援します。 

  

住まい  三島市への移住・定住を促進するため、市内に住宅を取得

し、県外または市外から一定の基準を満たして転入する若

い夫婦等や、市内の中古住宅を取得する若い夫婦等に補助

金を交付します。 

（再掲） 

 住宅の耐久性及び安全性を高めること等により、子育て世

帯等の良好な居住環境の形成を図るとともに、若い夫婦等

の市への移住促進を図るため、住宅のリフォーム工事に要

する費用の一部を補助します。 

（再掲） 
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３-２ 地域の遊び場・交流の場の充実 

こどもたちが心身ともにたくましく、豊かな人間性を身につけられるよう、親子同士の交

流の場の確保など、こどもが集まる場所及び機会の充実に努めます。 

 

 

 

公園  自然と水に親しめる公園など、三島市の特性を活かして「ガ

ーデンシティみしま」にふさわしい公園の適正配置に努め

ます。 

 誰もが居心地よく快適に過ごすことができるよう、イベン

トなどが開催できる公園のオープンスペースの利便性向上

に努めます。 

 公園遊具の定期点検及び現場作業員による日常点検を行

い、遊具の安全対策の充実を図ります。老朽化した遊具に

ついては、優先順位をつけ、遊具の更新または撤去等を実

施し、親子で安全に遊べる公園づくりに努めます。また、定

期的な草木の剪定刈取を行い、公園の環境美化に努めます。 

 地域の人が里親として公園の日常維持を行う公園ボランテ

ィア制度の拡充に努めます。 

 長伏公園については、子育てしやすい街・三島のシンボル

として、令和７年度に芝生のある大型複合遊具とトイレを

設置し、その後も年次計画で賑わいを生み出し、公園利用

者の利便性が向上する施設の整備を進めながら、隣接する

運動グラウンドとも連携した利用促進、情報発信を行い、

多世代の交流がある空間づくりに努めます。 

  

地域の遊び場  地域の遊び場・交流の場として、安全性や防犯等に十分留

意しながら、教育・保育施設の園庭開放や見学会を実施し、

地域と密着した子育ての場を提供します。 

 こどもの遊び場・交流の場となっている児童センターにお

いて、こどもの健康増進を図る遊びの指導と安全・安心な

居場所の提供に努めます。 

  

 

 

 

  

取り組み概要 
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３-３ こどもの安全を確保する環境の整備 

子育てしやすいまちづくりを目指し、交通安全や防犯対策など、子育てを応援したまちづ

くりを推進します。 

 

 

 

交通安全  こどもが交通事故の被害に遭わないよう、安全な道路交通

環境の整備を進めるとともに、児童生徒・園児への交通安

全教育を強化します。 

 児童生徒・園児が安心して通学・通園・園外活動等ができる

よう、通学路や散歩コースにおける危険箇所を定期的に調

査・点検し、道路交通実態に応じて、警察、教育委員会、市、

学校、保育園、道路管理者等が連携して安心・安全な歩行空

間の確保に努めます。 

 児童生徒が安全に自転車を利用できるよう、学校において

自転車教室を実施し、自転車の交通ルールやヘルメット着

用などの周知を図ります。 

  

防犯  地域防犯パトロール、スクールガードや地域住民による見

守りの推進など、こどもを犯罪等の被害から守るための取

り組みを強化します。 

 小学校・幼稚園・保育園において、地域のボランティア、三

島警察署及び三島警察署管内防犯協会と連携を図り、防犯

教室を実施し、犯罪からこどもを守り、緊急時に適切な行

動が取れる能力を身につけることを目指します。 

  

環境整備  子育て世帯が安心して利用できるよう、道路環境の整備を

進めるとともに、公共施設等のバリアフリー化を図ってい

きます。また、誰もが利用しやすいようユニバーサルデザ

イン化も併せて進めていきます。 

  

 

 

 

取り組み概要 
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第５章 教育・保育等の量の見込み・確保方策 

１ 教育・保育提供区域の設定 

（１）教育・保育提供区域について 
幼児期の学校教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」並びに「確

保方策」を設定する単位として、教育・保育提供区域を定めます。 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針では、事業等を実施していく上で計画的に提供体

制を確保するために、「地域の実情に応じて、保護者やこどもが居宅から容易に移動すること

が可能な区域」を設定すること、また、「教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業で利

用の実態が異なる場合には、実態に応じて」区域を設定することなどが必須事項とされてい

ます。 

 

（２）本市の区域設定の考え⽅ 
本市では、地区内での教育・保育施設の利用率や通園にかかる負担感、各地区のこどもの

数と教育・保育施設の定員等のバランスなどを考慮しつつ、第２期計画から引き続き本計画

においても、市内全域（１区域）を教育・保育提供区域として設定することを基本とします。 

また、地域子ども・子育て支援事業の放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）は、

利用が各小学校区単位となるため、第２期計画から引き続き小学校区を教育・保育提供区域

として設定します。 

 

 

２ 幼児期の学校教育・保育 

（１）量の⾒込みの設定 
幼児期の学校教育・保育については、国の「第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等

における「量の見込み」の算出等の考え方（改訂版 ver.2）」を踏まえつつ、第２期計画期間

（令和２～６年度）における教育・保育施設の利用状況を勘案し、量の見込み（必要利用定

員総数）を設定します。 

 

（２）確保⽅策の設定 
設定した「量の見込み」に対応するよう、教育・保育施設及び地域型保育事業等による確

保の内容、実施時期を設定します。 
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（３）教育・保育給付認定と利⽤可能施設等 
子ども・子育て支援法に基づく教育・保育施設（幼稚園・保育園・認定こども園など）及

び地域型保育事業（小規模保育事業等）の利用を希望する場合、教育・保育の必要性に応じ

た教育・保育給付認定を受ける必要があります。 

保育園などの利用にあたっては、「保育を必要とする事由」に該当する必要があります。 

 

▼教育・保育給付認定と利用可能施設等 

教育・保育給付認定 対象の家庭 利用可能施設等 概要 

１号 
こどもが 

満３歳以上 

専業主婦（夫）

家庭、就労時間

が短い家庭 

 認定こども園（幼稚

園部） 

 幼稚園 

認定こども園（幼稚園と保育園

の機能を併せ持つ施設）及び幼

稚園で、教育標準時間（１日４時

間程度）の教育を実施 

２号 
こどもが 

満３歳以上 
共働きの家庭 

 認定こども園（保育

園部） 

 保育園 

 企業主導型保育施

設の地域枠※1 

認定こども園及び保育園で、両

親ともにフルタイムで就労する

場合、またはそれに近い場合は、

保育標準時間（１日 11 時間）ま

での利用に対応 

両親の両方またはいずれかがパ

ートタイムで就労する場合は、

保育短時間（１日８時間）までの

利用に対応 

３号 
こどもが 

満３歳未満 
共働きの家庭 

 認定こども園（保育

園部） 

 保育園 

 地域型保育事業 

 一時預かり事業（幼

稚園型Ⅱ）※2 

 企業主導型保育施

設の地域枠 

認定こども園及び保育園で、両

親ともにフルタイムで就労する

場合、またはそれに近い場合は、

保育標準時間（１日 11 時間）ま

での利用に対応 

両親の両方またはいずれかがパ

ートタイムで就労する場合は、

保育短時間（１日８時間）までの

利用に対応 

地域型保育事業（定員６人以上

19 人以下の小規模保育、定員５

人以下の家庭的保育、居宅訪問

型保育、事業所内保育）等で上記

と同様の対応 

※1 企業主導型保育施設は、企業が従業員のために設置する保育施設や、地域の企業が共同で設

置・利用する保育施設のことで、従業員以外のこどもを受け入れる枠（地域枠）を設けることが

できます。 

※2 一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）は、幼稚園において保育を必要とする２歳児を定期的に受

け入れる事業です。 
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（４）量の⾒込みと確保⽅策 

①１号認定（教育を希望し、認定を受けた３〜５歳の就学前児童） 
（単位：人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（必要利用定員総数） 952 870 814 754 736 

②確保の内容 特定教育・保育施設 

（幼稚園） 
1,205 1,205 1,205 1,100 1,100 

未移行幼稚園 165 165 165 165 165 

特定教育・保育施設 

（認定こども園） 
495 501 456 534 534 

③差（②－①） 913 1,001 1,012 1,045 1,063 

■ 確保方策 

令和６年度現在、市内の公立・私立の幼稚園及び認定こども園は 22 園（うち休園１園）

で、令和７年度の定員の合計人数は 1,865 人を予定しています。 

量の見込みは減少傾向で推移する見通しであり、確保の内容は必要利用定員総数を上回

っています。 

 

 

②２号認定（保育の必要性の認定を受けた３〜５歳の就学前児童） 
（単位：人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（必要利用定員総数） 1,111 1,016 949 880 859 

②確保の内容 特定教育・保育施設 

（保育園） 
435 435 435 435 435 

認可外保育施設 6 6 6 6 6 

特定教育・保育施設 

（認定こども園） 
730 724 739 754 754 

③差（②－①） 60 149 231 315 336 

■ 確保方策 

令和６年度現在、市内の公立・私立の保育園は 12 園、認定こども園は 10 園で、令和７

年度の定員の合計人数は 1,171 人を予定しています。 

量の見込みは減少傾向で推移する見通しであり、確保の内容は必要利用定員総数を上回

っています。 
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③３号認定（保育の必要性の認定を受けた３歳未満の就学前児童） 
【０歳】 （単位：人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（必要利用定員総数） 280 272 266 260 254 

②確保の内容 特定教育・保育施設 

（保育園） 
71 71 71 71 71 

特定教育・保育施設 

（認定こども園） 
74 74 74 74 74 

特定地域型保育事業

（小規模保育事業所） 
137 137 137 137 137 

認可外保育施設 4 4 4 4 4 

③差（②－①） 6 14 20 26 32 

 

【１歳】 （単位：人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（必要利用定員総数） 370 355 346 339 331 

②確保の内容 特定教育・保育施設 

（保育園） 
123 123 123 123 123 

特定教育・保育施設 

（認定こども園） 
151 151 170 176 176 

特定地域型保育事業

（小規模保育事業所） 
99 99 99 99 99 

認可外保育施設 7 7 7 7 7 

③差（②－①） 10 25 53 66 74 

 

【２歳】 （単位：人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（必要利用定員総数） 384 382 366 357 349 

②確保の内容 特定教育・保育施設 

（保育園） 
136 136 136 136 136 

特定教育・保育施設 

（認定こども園） 
182 182 193 199 199 

特定地域型保育事業

（小規模保育事業所） 
68 68 68 68 68 

認可外保育施設 7 7 7 7 7 

③差（②－①） 9 11 38 53 61 
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■ 確保方策 

令和６年度現在、市内の公立・私立の保育園は 12 園、認定こども園は 10 園、小規模保

育事業所は８園で、令和７年度の定員の合計人数は、０歳 286 人、１歳 380 人、２歳 393

人、を予定しています。 

量の見込みは、減少傾向で推移する見通しであり、確保の内容は必要利用定員総数を上

回っています。 

 

 

④保育利⽤率の設定 （単位：人） 
 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

３歳未満人口（Ａ） 1,606 1,568 1,521 1,485 1,451 

３歳未満保育利用数（Ｂ） 1,034 1,009 978 956 934 

３歳未満保育利用率（Ｂ/Ａ） 64.4% 64.3% 64.3% 64.3% 64.4% 

 

 

３ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）量の⾒込みの設定 
地域子ども・子育て支援事業については、国の「第三期市町村子ども・子育て支援事業計

画等における「量の見込み」の算出等の考え方（改訂版 ver.2）」を踏まえつつ、第２期計画

期間（令和２～６年度）における各事業の利用状況を勘案し、量の見込み（利用者数等）を

設定します。 

 

（２）確保⽅策の設定 
設定した「量の見込み」に対応するよう、各事業の確保の内容、実施時期を設定します。 

 

（３）新規事業等 
国の法改正に基づく新規事業や第３期子ども・子育て支援事業計画から新たに記載するこ

ととした既存事業の概要は、以下のとおりです（第２期計画に記載の既存事業の概要は、19・

20 ページを参照）。 
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▼第３期計画から新たに記載することとした既存事業、国の法改正に基づく新規事業の概要 

事業 事業概要 対象年齢等 

【既存事業】 

妊婦等包括相談支援事
業 

①妊娠届出時、②妊娠８か月前後、③出
生届出から乳児家庭全戸訪問までの間、
これらの３つのタイミングで面談を実施
し、伴走型相談支援を実施する事業 

妊産婦（夫・パートナー・
同居家族も一緒に面談す
ることを推奨） 

【既存事業】 

産後ケア事業 

出産後の母子に対して、心身のケアや育
児のサポート等を行う事業 

産後ケアを必要とする者 

【新規事業】 

乳児等通園支援事業 
（こども誰でも通園制度） 

月一定時間までの利用可能枠の中で、就
労要件を問わず時間単位等で保育園等を
利用できる事業 

認定こども園、幼稚園、保
育園、地域型保育事業等に
通っていない０歳６か月
～満３歳未満の児童 

【新規事業】 

子育て世帯訪問支援事
業 

家事や育児等に不安や負担を抱える家庭
を訪問支援員が訪問し、その不安や悩み
を傾聴するとともに、家事や育児支援等
を行う事業 

家事や育児等に課題を抱
える妊産婦や児童の保護
者、支援を要するヤングケ
アラー等 

【新規事業】 

児童育成支援拠点事業 

養育環境等に課題を抱える家庭や学校に
居場所のない児童等に、居場所となる場
を開設し、支援を包括的に提供する事業 

養育環境等に課題を抱え
る、主に学齢期以降の児童
及びその保護者 

【新規事業】 

親子関係形成支援事業 

児童との関わり方に悩んでいる保護者
に、グループワーク等を通じて助言等を
行うほか、保護者同士が情報交換できる
場を設けるなど、必要な支援を行う事業 

親子の関係性や関わり方
に悩んでいる児童及びそ
の保護者 

※乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）は、試行期間である令和７年度は地域子ども・
子育て支援事業に位置づけられていますが、令和８年度以降は新設される「乳児等のための支
援給付」に位置づけられます。 
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（４）量の⾒込みと確保⽅策 

①利⽤者⽀援事業 
利用者支援事業には、子育て支援事業や保育園等の利用支援と関係機関との連絡調整等を

行う「基本型」、いわゆる保育コンシェルジュを窓口等に配置する「特定型」、すべての妊産

婦及びこどもとその家庭等を対象に、母子保健と児童福祉が一体的に相談支援等を行う「こ

ども家庭センター型」の３種類があります。 

なお、児童福祉法の改正に伴い、児童及び妊産婦に対する包括的な支援を行うことを目的

とする施設（こども家庭センター）とともに、子育てに関する相談及び助言を行う身近な相

談機関（地域子育て相談機関）の整備が努力義務となっています。 

単位：実施か所数（か所） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 2 2 2 2 2 

②確保の内容 基本型 1 1 1 1 1 

特定型 0 0 0 0 0 

こども家庭センター型 

（旧母子保健型） 
1 1 1 1 1 

合計 2 2 2 2 2 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

 

地域子育て相談機関 単位：実施か所数（か所） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 7 7 7 7 7 

②確保の内容 1 1 7 7 7 

③差（②－①） ▲6 ▲6 0 0 0 

■ 確保方策 

令和６年度現在、市役所窓口で「基本型」、こども家庭センターで「こども家庭センター

型」を実施しており、量の見込みは現在の２か所、確保の内容も２か所を継続する計画で

す。 

また、地域子育て相談機関は、中学校区に１か所程度の設置基準（目安）が国から示さ

れており、この基準に基づき、量の見込みは７か所、確保の内容も７か所と設定します。 

■ 質の向上 

利用者が円滑に教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業を利用できるよう、こど

も家庭センター等においてワンストップの総合相談支援や情報提供を図ります。 

また、こども家庭センターと地域子育て相談機関、関係施設や事業者等が連携を密にし

つつ、質の高い相談対応に努めます。 
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②地域⼦育て⽀援拠点事業 
乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の

提供、助言その他の援助を行います。 

単位：延利用者数（人回）、実施か所数（か所） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 23,483 22,937 22,391 21,845 21,299 

②確保の内容 延利用者数（人回） 23,483 22,937 22,391 21,845 21,299 

実施か所数（か所） 12 12 12 12 12 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

令和６年度現在、市内 12 か所で事業を実施しています。利用者は０～２歳の親子連れが

多いため出生数に比例して、利用の減少が見込まれます。また、保育所等への入園の増加

傾向に伴い、支援拠点の利用の減少が見込まれます。 

■ 質の向上 

地域の子育て中の親子の交流促進や育児相談等を実施することにより、子育ての孤立感、

不安感の解消を図るとともに、少子化が進む中で、子育て中の保護者同士の交流や支え合

いを促進するため、事業のさらなる周知を図ります。 

 

 

③妊婦健康診査 
妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査や保健指導を実施するとと

もに、妊娠期間中、必要に応じて医学的検査を実施し、費用の一部を計 16 回助成します。 

単位：妊娠届出数（人）、延利用回数（人回） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 妊娠届出数 477 464 454 443 433 

延利用回数 8,831 8,590 8,405 8,201 8,016 

②確保の内容 8,831 8,590 8,405 8,201 8,016 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

指定医療機関での妊婦健診について、母子健康手帳交付時に「妊婦健康診査受診票」を

交付し、公費助成を行っており、今後も利用に合わせた助成を行います。 

■ 質の向上 

すべての妊婦が安全で安心な出産を迎えるため、健康診査の必要性の周知を図り、受診

率の向上に努めます。 
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④乳児家庭全⼾訪問事業 
生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握、助言等を行います。 

単位：訪問乳児数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 490 477 467 455 445 

②確保の内容 490 477 467 455 445 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

保健師・助産師・保育士による実施体制を継続し、乳児のいる家庭の全数訪問を図りま

す。 

■ 質の向上 

乳児のいる家庭の孤立化を防ぎ、安心して子育てができるよう、様々な不安や悩みを聞

き、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境等の把

握や助言を行い、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供につなげます。 

 

 

⑤養育⽀援訪問事業 
養育支援が必要な家庭の居宅を訪問し、指導・助言等を行い、適切な養育を支援します。 

単位：訪問児童数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 193 182 173 164 160 

②確保の内容 193 182 173 164 160 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

保健師等による実施体制を継続し、対象家庭の養育能力を向上させるための支援等を図

ります。 

■ 質の向上 

乳児家庭全戸訪問事業等を通じて、対象家庭の把握に努めるとともに、育児ストレス、

産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して不安や孤立感等を抱える

家庭における養育上の問題の解決、軽減に努めます。 
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⑥⼦育て短期⽀援事業 
保護者が疾病やその他の理由により、一時的に児童の養育が困難となった場合や保護者の

育児負担の軽減が必要となった場合などに、児童を施設等で一定期間、養育・保護すること

により、その家庭を支援する事業です。 

単位：延利用者数（人日） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 10 10 10 10 10 

②確保の内容 10 10 10 10 10 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

乳児院及び児童養護施設に委託した上で、事業を実施します。 

■ 質の向上 

児童の安定した生活を確保するため、受け入れ施設と調整を行います。また、保護者が

一時的に児童の養育が困難となった場合に円滑に利用できるよう、必要な情報提供を行い

ます。 

 

 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 
乳幼児や小学生等の子育て中の保護者を会員として、こどもの預かり等の援助を希望する

者（依頼会員）と援助を行うことを希望する者（協力会員）との相互援助活動に関する連絡、

調整を行います。 

単位：延利用者数（人日） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

 ( )内は就学児童のみ 

5,563 5,563 5,563 5,563 5,563 

(3,130) (3,130) (3,130) (3,130) (3,130) 

②確保の内容 5,563 5,563 5,563 5,563 5,563 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

市内の本町子育て支援センター内に事務所を設置し、本事業を実施しています。 

出生数は減少傾向ですが、核家族の増加、女性の就業率の上昇に伴う利用が見込まれま

す。需要に見合った協力会員の確保に努めます。 

■ 質の向上 

活動内容の周知とともに、協力会員の確保に努め、多様なニーズへの対応を図るほか、

協力会員への講習等を通じて、相互援助活動の質の維持、向上に努めます。 
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⑧⼀時預かり事業 
幼稚園型は、幼稚園や認定こども園の在園児を対象として、正規時間終了後に保護者の就

労理由などにより希望する者に対し、預かり保育を実施します。 

幼稚園型以外は、保護者の仕事や傷病等、家庭において保育を受けることが一時的に困難

となった保育園・認定こども園に入所していない乳幼児について、保育園や認定こども園に

おいて、一時的に預かり必要な保育を行う事業です。  

 

【幼稚園等における在園児の一時預かり（幼稚園型）】 

単位：延利用者数（人日） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 52,721 48,187 45,039 41,739 40,756 

②確保の内容 93,156 93,156 93,156 93,156 93,156 

③差（②－①） 40,435 44,969 48,117 51,417 52,400 

■ 確保方策 

市内の公立・私立の幼稚園及び認定こども園において、事業を実施します。 

■ 質の向上 

事業者等の状況を把握しつつ、ニーズに対応した保育士等の確保とともに、人材育成の

ための研修等を通じて、保育の質の維持・向上を図ります。  

 

【保育園等における一時預かり（幼稚園型以外）】 

単位：延利用者数（人日） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 2,631 2,569 2,492 2,433 2,377 

②確保の内容 11,340 11,340 11,340 11,340 11,340 

③差（②－①） 8,709 8,771 8,848 8,907 8,963 

■ 確保方策 

令和６年度現在、公立は錦田保育園、私立は４園（保育園及び認定こども園）で事業を

実施しており、令和７年度以降も既存の実施体制で受け入れを図ります。 

■ 質の向上 

事業者等の状況を把握しつつ、ニーズに対応した保育士等の確保とともに、人材育成の

ための研修等を通じて、保育の質の維持・向上を図ります。  
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⑨時間外保育事業 
保育認定を受けたこどもについて、通常の利用時間以外において、保育園や認定こども園

で保育を実施しています。 

単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 483 454 432 410 401 

②確保の内容 483 454 432 410 401 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

市内の公立・私立の保育園、認定こども園において、事業を実施します。 

■ 質の向上 

事業者等の状況を把握しつつ、ニーズに対応した保育士等の確保とともに、人材育成の

ための研修等を通じて、保育の質の維持・向上を図ります。  

 

 

⑩病児保育事業 
病気の治療・回復期にあり、まだ集団生活が難しいこどもについて、医療機関等に付設さ

れた専用スペースにおいて、看護師等が一時的に保育等を行う事業です。 

単位：延利用者数（人日） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 就学前児童 1,373 1,292 1,228 1,166 1,139 

就学児童 198 192 184 178 168 

合計 1,571 1,484 1,412 1,344 1,307 

②確保の内容 5,040 5,040 5,040 5,040 5,040 

③差（②－①） 3,469 3,556 3,628 3,696 3,733 

■ 確保方策 

令和６年度現在、医療機関２か所で病児保育を、保育園２園で病後児保育を実施してお

り、令和７年度以降も既存の実施体制で受け入れを図ります。 

■ 質の向上 

共働き家庭の増加や勤務形態の多様化（フレックスや在宅勤務等）を踏まえつつ、利用

状況や意向の把握と必要に応じた提供体制の充実に努めます。  
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⑪放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 
保護者が労働等で昼間家庭にいない小学校に就学しているこどもに対し、授業の終了後等

に放課後児童クラブを設置し、適切な遊びや生活の場を与え、その健全な育成を図る事業で

す。 

単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み １年生 385 386 379 382 334 

２年生 388 363 364 359 362 

３年生 291 328 305 308 303 

４年生 164 165 190 176 177 

５年生 65 67 61 75 73 

６年生 22 22 25 21 28 

合計 1,315 1,331 1,324 1,321 1,277 

②確保の内容 1,519 1,519 1,529 1,569 1,569 

③差（②－①） 204 188 205 248 292 

■ 確保方策 

令和６年度現在、小学校区単位等で公設公営の 25 クラブを設置しているほか、民間事業

者が運営する放課後児童クラブが５クラブあります。 

国の「放課後児童対策パッケージ」を踏まえつつ、学区ごとに十分なこどもの居場所の

確保等、事業の充実に努めます。 

■ 質の向上 

こどもに適切な遊びの場、生活の場、学びの場を提供できるよう、施設の充実や人材確

保・育成に努めます。また、障がい児等の放課後の居場所を確保するため、三島市発達支

援センターや放課後等デイサービス等と連携を図りつつ、受け入れのための適切な配慮及

び環境整備に努めます。 
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【小学校区別】 

東小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 69 78 82 80 79 

②確保の内容 70 70 80 80 80 

③差（②－①） 1 -8 -2 0 1 

 

西小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 92 87 88 88 84 

②確保の内容 110 110 110 110 110 

③差（②－①） 18 23 22 22 26 

 

南小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 109 115 118 123 116 

②確保の内容 120 120 120 160 160 

③差（②－①） 11 5 2 37 44 

 

北小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 120 120 117 111 105 

②確保の内容 174 174 174 174 174 

③差（②－①） 54 54 57 63 69 

 

錦田小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 102 105 115 116 111 

②確保の内容 115 115 115 115 115 

③差（②－①） 13 10 0 -1 4 

 

徳倉小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 109 108 100 103 94 

②確保の内容 114 114 114 114 114 

③差（②－①） 5 6 14 11 20 
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佐野小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 24 19 22 20 22 

②確保の内容 37 37 37 37 37 

③差（②－①） 13 18 15 17 15 

 

中郷小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 75 82 83 91 85 

②確保の内容 96 96 96 96 96 

③差（②－①） 21 14 13 5 11 

 

沢地小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 57 60 61 63 57 

②確保の内容 70 70 70 70 70 

③差（②－①） 13 10 9 7 13 

 

向山小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 117 121 124 118 111 

②確保の内容 145 145 145 145 145 

③差（②－①） 28 24 21 27 34 

 

北上小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 70 67 60 63 64 

②確保の内容 80 80 80 80 80 

③差（②－①） 10 13 20 17 16 

 

山田小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 90 81 70 70 75 

②確保の内容 80 80 80 80 80 

③差（②－①） -10 -1 10 10 5 
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長伏小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 69 72 65 57 54 

②確保の内容 80 80 80 80 80 

③差（②－①） 11 8 15 23 26 

 

坂小ブロック 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 52 56 59 58 60 

②確保の内容 65 65 65 65 65 

③差（②－①） 13 9 6 7 5 

 

その他の確保の内容（民間事業者実施） 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 160 160 160 160 160 

②確保の内容 163 163 163 163 163 

③差（②－①） 3 3 3 3 3 

 

 

⑫実費徴収に係る補⾜給付を⾏う事業※ 
保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべ

き日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用または行事への参加

に要する費用等を助成する事業です。 

※「量の見込み」を設定する必要のない事業です。 

■ 事業方針 

今後も対象者に必要な給付を実施します。 

 

 

⑬多様な事業者の参⼊促進・能⼒活⽤事業※ 
新規事業者が事業を円滑に運営していくことができるよう、支援、相談・助言、さらには、

他の事業者の連携施設のあっせん等を行う事業です。 

※「量の見込み」を設定する必要のない事業です。 

■ 事業方針 

必要に応じて、新規参入施設等への巡回支援等を実施します。 

 



第５章 教育・保育等の量の⾒込み・確保⽅策 

113 

⑭妊婦等包括相談⽀援事業 
①妊娠届出時、②妊娠８か月前後、③出生届出から乳児家庭全戸訪問までの間、これらの

３つのタイミングで面談を実施し、伴走型相談支援を実施する事業です。 

 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度令和 11 年度

①量の見込み 年間妊娠届出数（人） 477 464 454 443 433 

一人あたり面談回数（回） 3 3 3 3 3 

年間面談実施合計回数（回） 1,431 1,392 1,362 1,329 1,299 

②確保の内容 1,431 1,392 1,362 1,329 1,299 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

地区担当保健師等が、妊娠届出時の妊婦相談、妊娠８か月前後でのアンケート及び希望

者への面談、乳児家庭全戸訪問を実施し、１人ひとりに寄り添った継続的な相談体制を確

保します。 

■ 質の向上 

こども家庭センターにおける多職種協働の中で、合同会議における支援方法の検討等を

通してスキルアップを図り、妊娠期からの切れ目のない伴走型相談支援に努めます。 

 

 

⑮産後ケア事業 
出産後の母子に対して、心身のケアや育児のサポート等を行う事業です。 

 単位：延利用者数（人日） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 宿泊型 55 53 52 51 50 

通所型 43 42 41 40 39 

訪問型 98 95 93 91 89 

合計 196 190 186 182 178 

②確保の内容 196 190 186 182 178 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

産科医療機関等に委託し、事業を実施します。 

■ 質の向上 

委託施設の拡大とともに、申請や利用手続きの簡素化を行い、利用しやすい環境づくり

に努めます。 



 

114 

⑯【新規事業】乳児等通園⽀援事業（こども誰でも通園制度） 
保育園、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業等に通っていない０歳６か月～満３歳未

満の児童を対象に、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔

軟に保育園等を利用できる事業です。 

単位：必要定員数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み ０歳 19 18 18 17 17 

１歳 9 9 9 8 8 

２歳 9 9 8 8 8 

合計 37 36 35 33 33 

②確保の内容 ０歳 3 18 18 18 18 

１歳 2 9 9 9 9 

２歳 1 9 9 9 9 

合計 6 36 36 36 36 

③差（②－①） ▲31 0 1 3 3 

■ 確保方策 

令和８年度からの事業実施に向けて、必要な定員どおりの受け入れを行えるよう、実施

園の確保等、実施体制の確保を進めます。 

■ 質の向上 

新規事業であるため、他市の試行的事業の状況や保護者のニーズ、市内施設の受け入れ

体制等を総合的に勘案しつつ、実施方法や利用方法等を検討するほか、事業の開始後は必

要な指導監査等を行い、サービスの質の維持・向上に努めます。 

 

 

  



第５章 教育・保育等の量の⾒込み・確保⽅策 

115 

⑰【新規事業】⼦育て世帯訪問⽀援事業 
家事や育児等に不安や負担を抱える家庭を訪問支援員が訪問し、その不安や悩みを傾聴す

るとともに、家事や育児支援等を行うことにより、養育環境を整え、虐待リスク等を未然に

防ぐ事業です。 

 単位：延利用者数（人日） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 314 309 404 399 395 

②確保の内容 314 309 404 399 395 

③差（②－①） 0 0 0 0 0 

■ 確保方策 

家事や育児支援等を適切に行うことができる事業者等に委託して、本事業を実施します。 

■ 質の向上 

事業者等に対し、必要な知識・技術等を習得するための研修を実施し、訪問支援員の質

の向上を図ります。 

 

 

⑱【新規事業】児童育成⽀援拠点事業 
養育環境等に課題を抱える家庭や学校に居場所のない児童等に、居場所となる場を開設し、

支援を包括的に提供することにより、児童の安定した生活を支援する事業です。 

 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 15 15 15 15 15 

②確保の内容 0 15 15 15 15 

③差（②－①） ▲15 0 0 0 0 

■ 確保方策 

既存の地域資源を把握した上で、居場所となる場において、生活習慣の形成や学習支援、

食事の提供などの包括的な支援を提供することができる事業者等に委託して、本事業を実

施します。 

■ 質の向上 

学校、医療機関、地域団体等の関係機関との連携を図り、当該機関が把握しているこど

もが本事業の利用につながりやすいよう周知に努めます。 
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⑲【新規事業】親⼦関係形成⽀援事業 
児童との関わり方に悩んでいる保護者に、グループワーク等を通じて助言等を行うほか、

保護者同士が情報交換できる場を設けるなど、必要な支援を行うことにより、親子間におけ

る適切な関係性の構築を図る事業です。 

 単位：実利用者数（人） 

 推計 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 10 10 10 10 10 

②確保の内容 0 5 10 10 10 

③差（②－①） ▲10 ▲5 0 0 0 

■ 確保方策 

本事業を適切に実施するための人材確保や必要な体制について検討し、令和８年度から

の事業実施を目指します。 

■ 質の向上 

事業実施者は、親子の関係形成を支援するために必要な研修の受講に努め、プログラム

の質の向上を図ります。 
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４ 教育・保育の一体的提供等 

（１）教育・保育の⼀体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保 
認定こども園は、幼稚園及び保育園の機能を併せ持ち、保護者の就労状況及びその変化等

によらず、柔軟にこどもを受け入れられる施設であり、本市においても幼稚園及び保育園の

認定こども園への移行が進んでいます。 

今後も、各園において安定した運営が行えるよう必要な支援を行い、教育・保育の質の確

保と向上を促すとともに、認定こども園、幼稚園、保育園と地域型保育事業の円滑な連携・

接続のほか、小学校との接続時の円滑な連携が図られるよう、関係強化につながる取り組み

を推進します。 

 

（２）⼦育てのための施設等利⽤給付の円滑な実施の確保 
本市は、子育てのための施設等利用給付の実施にあたって、公正かつ適正な支給の確保、

保護者の利便性等を勘案しつつ、適切な給付方法を検討し、実施していきます。 

また、施設の確認や公示、指導監査等にあたっては、施設等の所在、運営状況、監査状況

等の情報提供、立入調査への同行、関係法令に基づく是正指導等について、今後も県に協力

を要請しながら適正な制度運営が図られるよう努めます。 
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第６章 計画の推進 

１ 計画の推進主体と連携の強化 

本計画の推進にあたっては、教育・保育機関、関係団体の代表、市民の代表等で構成する

「三島市子ども・子育て会議」と計画の進捗状況に関する情報を共有し、施策・事業の円滑

な実施に向けた提言をいただきながら、庁内各課の連携により着実に計画を推進します。 

また、地域の状況や課題に応じ、こどもに関する取り組みを進めていくために、行政によ

る取り組みに加え、「市民・事業所・行政」の協働のもと、それぞれの特長を活かしながら、

子育ち、親育ちを実現していく必要があります。 

本市では、子育てサークル、ボランティア団体をはじめとする様々な関係団体、関係機関

及び事業所等の理解・協力を得ながら子育て支援に取り組んでおり、今後もさらなる連携・

協働体制の強化を図ります。 

さらに、市民に対しては広報やホームページなどにより、計画の進捗状況や評価、改善の

内容等を公開し、子育て支援に関する広報啓発に努めます。 

 

 

２ 計画の進行管理 

計画の着実な推進のためには、「課題」、「目標」、「施策」に一連のつながりをもたせること

が重要です。そのため、計画策定後も適切に進行管理を行うために、計画を立案し（Plan）、

実施する（Do）ことはもちろん、目標設定や計画策定後も適切に評価（Check）、改善（Action）

が行えるよう、循環型のマネジメントサイクル（PDCA サイクル）を構築します。 

さらに、観察（Observer）、情勢判断（Orient）、意思決定（Decide）、行動（Action）の循

環により、社会情勢の変化や多様化する市民のニーズを常に把握し、迅速に対応していくウ

ーダ（OODA）ループを組み合わせ、本計画の推進を図ります。 
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３ 本計画とこども大綱の関係 

 

第３期三島市子ども・子育て支援事業計画 

施策方向 

こども大綱 

こども施策に関する重要事項 

 １ ライフステージを通した重要事項 

  (1)こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等 

  (2)多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

３-２ 地域の遊び場・交流の場の充実   遊びや体験活動の推進、⽣活習慣の形成・定着 

３-１ 子育て支援の推進   こどもまんなかまちづくり 

２-７ 外国につながるこどもへの支援   こども・若者が活躍できる機会づくり 

   こども・若者の可能性を広げていくためのジェンダーギャップの解消 

１-１ 母子保健対策と医療体制の充実  (3)こどもや若者への切れ⽬のない保健・医療の提供 

２-３ 生活に困難を抱えるこどもとその家族への支援  (4)こどもの貧困対策 

２-１ こどもの発達支援施策の充実 

２-２ 障がいのあるこどもに対する施策の推進 
 (5)障害児⽀援・医療的ケア児等への⽀援 

２-４ 児童虐待防止対策の推進 

２-５ 社会的養育が必要なこどもへの支援 

２-６ ヤングケアラーへの支援 

 (6)児童虐待防⽌対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへ
の⽀援 

  (7)こども・若者の⾃殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組 

   こども・若者の⾃殺対策 

   こどもが安全に安⼼してインターネットを利⽤できる環境整備 

   こども・若者の性犯罪・性暴⼒対策 

３-３ こどもの安全を確保する環境の整備   犯罪被害、事故、災害からこどもを守る環境整備 

   ⾮⾏防⽌と⾃⽴⽀援 

 ２ ライフステージ別の重要事項 

１-１ 母子保健対策と医療体制の充実【再掲】 

１-２ 幼児期の質の高い教育・保育の充実 

２-１ こどもの発達支援施策の充実【再掲】 

２-２ 障がいのあるこどもに対する施策の推進【再掲】 

 (1)こどもの誕⽣前から幼児期まで 

  (2)学童期・思春期 

   こどもが安⼼して過ごし学ぶことのできる質の⾼い公教育の再
⽣等 

１-３ こどもの居場所づくりの推進   居場所づくり 

１-１ 母子保健対策と医療体制の充実【再掲】   ⼩児医療体制、⼼⾝の健康等についての情報提供やこころの
ケアの充実 

   成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育 

   いじめ防⽌ 

   不登校のこどもへの⽀援 

   校則の⾒直し 

   ⾼校中退の予防、⾼校中退後の⽀援 

  (3)⻘年期 

 ３ ⼦育て当事者への⽀援に関する重要事項 

１-６ 経済的な支援の充実  (1)⼦育てや教育に関する経済的負担の軽減 

１-４ 子育てに関する情報提供・相談体制の充実 

３-１ 子育て支援の推進【再掲】 
 (2)地域⼦育て⽀援、家庭教育⽀援 

１-５ 仕事と子育ての両立支援  (3)共働き・共育ての推進、男性の家事・⼦育てへの主体的な参
画促進・拡⼤ 

１-７ ひとり親家庭の自立支援の推進  (4)ひとり親家庭への⽀援 
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資料 

１ 計画策定組織 

（１）三島市⼦ども・⼦育て会議条例 
平成 25 年６月 20 日 

条例第 19 号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 72 条第１項の規定に基づ

き、三島市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 子ども・子育て会議は、20 人以内の委員で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 子どもの保護者 

(3) 事業主を代表する者 

(4) 労働者を代表する者 

(5) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(6) 市民 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

（会長及び副会長） 

第４条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長それぞれ１人を置き、委員の互選によ

りこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 子ども・子育て会議は、会長が招集し、その会議の議長となる。 

２ 子ども・子育て会議は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。 

４ 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて説明及

び意見を聴くことができる。 
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（庶務） 

第６条 子ども・子育て会議の庶務は、子ども・子育て支援担当課において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 25 年８月１日から施行する。 

 

附 則（令和５年条例第 17 号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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（２）三島市⼦ども・⼦育て会議委員名簿 
 

 氏 名 所 属 等 備 考 

1 山本 睦 常葉大学保育学部 教授 会長 

2 岩清水 伴美 順天堂大学保健看護学部 客員教授  

3 瀬川 早紀 私立幼稚園認定こども園協会父母会  

4 酒井 真絵 公立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会  

5 芹沢 令子 民間保育園保護者会  

6 生川 のぞみ 公立保育園父母の会連合会  

7 山田 将隆 事業主代表 三島信用金庫  

8 加藤 保 労働者代表 連合静岡沼駿三田地域協議会  

9 越膳 良子 主任児童委員  

10 森島 チエ子 私立幼稚園認定こども園協会  

11 紅林 里美 公立幼稚園長会  

12 杉村 太陽 民間保育園長会 副会長 

13 中野 由紀子 公立保育園長会  

14 小早川 宏子 特定地域型保育施設及び認可外保育施設  

15 長谷川 和恵 三島市小中学校校長会  

16 小田部 崇子 三島市放課後児童クラブ支援員  

17 平賀 治代 子育て事業関係者  

18 山谷 宣子 公募市民  

19 森 万紗子 公募市民  

（順不同・敬称略） 
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２ 計画の策定経過 

 

期 日 内 容 備 考 

令和５年 

８月 28 日 

令和５年度 

第１回 三島市子どもの貧困対策推

進計画庁内検討会議 

○子どもの生活実態調査の内容確認につ

いて 

令和５年 

10 月 17 日 

令和５年度 

第１回 三島市子ども・子育て会議 
○子どもの生活実態調査について 

令和５年 

11 月～12 月 
子どもの生活実態調査 

〇調査対象 

 小学校５年生及び中学校２年生の保護者 

 小学校５年生及び中学校２年生（本人） 

令和６年 

１月 26 日 

令和５年度 

第２回 三島市子どもの貧困対策推

進計画庁内検討会議 

○子どもの生活実態調査の調査結果（速報

値）の報告 

○子どもの貧困対策推進計画の進捗状況

について 

令和６年 

３月 25 日 

令和５年度 

第２回 三島市子ども・子育て会議 

○子どもの生活実態調査の結果報告につ

いて 

〇子ども・子育てに関するアンケート調査

について 

令和６年 

６月 

子ども・子育てに関するアンケート

調査 

〇調査対象 

 就学前児童の保護者 

 小学生の保護者 

令和６年 

９月 30 日 

令和６年度 

第１回 三島市子ども・子育て支援

事業計画庁内検討会議 

○第３期三島市子ども・子育て支援事業計

画の骨子案について 

令和６年 

10 月８日 

令和６年度 

第１回 三島市子ども・子育て会議 

○第２期三島市子ども・子育て支援事業計

画における各事業の実績報告について 

〇第３期三島市子ども・子育て支援事業計

画策定の基本方針について 

〇第３期三島市子ども・子育て支援事業計

画の骨子案について 

令和６年 

12 月 19 日 

令和６年度 

第２回 三島市子ども・子育て会議 

○第３期三島市子ども・子育て支援事業計

画の素案について 

令和７年 

１月～２月 
パブリック・コメントの実施 令和７年 1 月 10 日～２月 10 日 

令和７年 

１月 24 日 

令和６年度 

第２回 三島市子ども・子育て支援

事業計画庁内検討会議（書面開催） 

○第３期三島市子ども・子育て支援事業計

画について 

令和７年 

２月 12 日 

令和６年度 

第１回 三島市子どもの貧困対策推

進計画庁内検討会議 

○子どもの貧困対策推進計画の進捗状況

について 

○第３期三島市子ども・子育て支援事業計

画について 
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